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第 章    計画の策定にあたって 

 

 

１ 計画策定の趣旨と背景 

わが国の高齢者人口（65歳以上の人口）は近年一貫して増加を続けており、

2020年（令和２年）の国勢調査では高齢化率は28.8％となっています。また、

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口によると2025年（令和７年）に

はいわゆる団塊世代が75歳以上となり、国民の４人に１人が後期高齢者という

超高齢社会を迎えることが見込まれます。全国でみれば、65歳以上人口は2040

年（令和22年）を超えるまで、75歳以上人口は2055年（令和37年）まで増加傾

向が続きます。そして要介護認定率や介護給付費が急増する85歳以上人口は

2035年（令和17年）まで75歳以上人口を上回る勢いで増加し、2060年（令和42

年）頃まで増加傾向が続くことが見込まれます。 

本町では、生産年齢人口は減少していくことが見込まれ、今後数年間、高齢

者人口は横ばいをたどるものの、75歳以上の後期高齢者の割合が増えていくも

のと見込まれます。 

本町では、2021年（令和３年）３月に策定した「第８期葉山町高齢者福祉

計画・介護保険事業計画」（以下「第８期計画」という。」）で掲げた基本理念

である「お互いに支え合い、生きいきと健康に過ごせるまち はやま」の実

現に向け、年齢を重ねても幸せに、笑顔で過ごせるよう、また、地域での支

え合いを大切にするぬくもりのあるまちづくりを進めてきました。 

この３年間を振り返り、次の３年間に取り組むべき事項を整理するととも

に、引き続き、中長期的な人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護

サービス基盤を整備し、地域の実情に応じて、地域包括ケアシステムの深

化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性の向上を図るための具体的な

取組み内容や目標を定め、「第９期葉山町高齢者福祉計画・介護保険事業計

画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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２ 計画の性格と位置付け 

（１）根拠法令  

高齢者福祉計画は、老人福祉法第20条の８の規定による市町村老人福祉計

画で、本町において確保すべき老人福祉事業の量の目標を定め、供給体制の

確保を図るものです。 

介護保険事業計画は、介護保険法第117条の規定による市町村介護保険事業

計画で、国の指針を踏まえるとともに、本町における要介護者等の人数、要

介護者のサービスの利用意向等を勘案し、必要なサービス量を見込み、介護

サービスを提供する体制を確保する等、介護保険事業に係る保険給付の円滑

な実施に資することを目的としたものです。 

なお、両計画は、密接な関連性を持つことから一体のものとして定めるこ

ととされています。 
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１．介護サービス基盤の計画的な整備 

① 地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種別

の変更など既存施設・事業所の在り方も含め検討し、地域の実情に応じて介護サービス基

盤を計画的に確保していくことが必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効果的

に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者と共有し、

サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

 

② 在宅サービスの充実 

・居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整備

を推進することが重要 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機

能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及 

 

２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組み 

① 地域共生社会の実現 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るものであ

り、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域住民や多様

な主体による介護予防や日常生活支援の取組みを促進する観点から、総合事業の充実を推

進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的支援

体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担うことも期待 

・認知症に関する正しい知識の普及・啓発により、認知症への社会の理解を深めることが重

要 

 

② デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるため

の医療・介護情報基盤を整備 

 

③ 保険者機能の強化 

・給付適正化事業の取組みの重点化・内容の充実・見える化 

 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防止、

外国人材の受入環境整備などの取組みを総合的に実施 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進  

◆第９期介護保険事業計画に関する国の基本指針のポイント 
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（２）関連計画との関係  

本計画は「葉山町総合計画」、「葉山町地域福祉推進プラン」を上位計画とす

る福祉分野の計画であり、「葉山町障害者福祉計画」、「葉山町健康増進計画・

食育推進計画」等他の関連計画との整合を図って策定しています。 

また、神奈川県が策定する「かながわ高齢者保健福祉計画」、「神奈川県保

健医療計画」「神奈川県認知症施策推進計画」との連携を図って策定していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

 

【 神奈川県 】 

 

第９期葉山町高齢者福祉計画  

介護保険事業計画 

葉山町総合計画 

【 国 】 

・国の基本指針 

・各種通知 

・共生社会の実現を推進す

るための認知症基本法 

・かながわ高齢者保健福祉

計画 

・神奈川県保健医療計画 

・神奈川県認知症施策推進

計画 

整合 

 

葉山町地域福祉推進プラン 

葉山町地域福祉計画 

・葉山町障害者福祉計画 

・葉山町健康増進計画・食育推進計画 

・葉山町子ども・子育て支援事業計画 

・その他関連計画 

（社会福祉協議会） 

葉山町地域福祉活動計画 

整合・連携 

整合・連携 
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（３）計画の期間  

本計画の期間は、2024年度（令和６年度）から2026年度（令和８年度）まで

の３年間です。 

現役世代が急減する2040年（令和22年）を見据えた中長期的な視点を持つも

のであるとともに、法制度の改正や社会情勢等の状況に応じて随時見直し・改

善を図ることができるものとします。 
 

2021 年
(令和３年) 

2022 年
(令和４年) 

2023 年
(令和５年) 

2024 年
(令和６年) 

2025 年
(令和７年) 

2026 年
(令和８年) 

2027 年
(令和９年) 

2028 年
(令和 10 年) 

2029 年
(令和 11 年) 

… 
2040 年
(令和 22 年) 

         

  

 

 

３ 計画の策定体制 

（１）葉山町介護保険事業計画等運営委員会による検討  

高齢者福祉事業・介護保険事業の運営には、幅広い関係者の協力を得て、

地域の実情に応じたものとすることが求められるため、保健・医療・福祉関

係者等によって構成する「葉山町介護保険事業計画等運営委員会」を設置し

ています。 

本計画の策定にあたって、「葉山町介護保険事業計画等運営委員会」におい

て、各種施策等の計画内容を協議・検討し、意見や要望の集約を図りました。 

 

（２）計画策定への町民参加  

本計画の策定にあたって、高齢者やその介護者の実態や課題、意見や要望等

を把握するために、一般高齢者（要支援者を含む。）を対象とした「介護予防・

日常生活圏域ニーズ調査」（以下「ニーズ調査」という。）及び在宅の要支援・

要介護認定者を対象とした「在宅介護実態調査」を実施し、計画策定の基礎資

料としました。 

  

第９期計画 

2024(R6)～2026(R8) 第 10 期計画 

2027(R9)～2029(R11) 

第８期計画 

2021(R3)～2023(R5) 

＜2040 年（令和 22 年）までの見通し＞ 

第 14 期計画 

2039(R21)～

2041(R23) 

団塊の世代が 75 歳に 団塊ジュニア

世代が 65 歳に 
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（３）パブリックコメントの実施  

より多くの町民の意見を反映させるため、2023年（令和５年）12月20日から

2024年（令和６年）１月18日までパブリックコメントを実施しました。 

 

 

４ 日常生活圏域の考え方 

（１）日常生活圏域とは  

日常生活圏域とは、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続しながら、多様な

サービスが受けられるよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、

介護サービスを提供するための施設の整備状況等を総合的に勘案して定める

区域のことです。各市町村の高齢化のピーク時までに目指すべき地域包括ケア

システムを構築する区域を念頭において、例えば中学校区単位等、地域の実情

に応じた日常生活圏域を定めることとなっています。 

 

（２）葉山町における日常生活圏域について  

日常生活圏域として２圏域を設定します。 

本町は、三浦半島の西北部に位置し、北は逗子市、東部、南部は横須賀市に

接し、西は相模湾に面していて、面積17.04㎞２、人口32,646人（2022年（令和

４年）10月１日現在）の海と緑に囲まれた自然豊かな町です。 

自然豊かな温暖な気候の下、比較的元気な高齢者が多いという特長はありま

すが、今後団塊世代全てが75歳以上となる2025年（令和７年）を迎え、団塊ジ

ュニア世代全てが65歳以上となる2040年（令和22年）に向けて高齢者が増加し

続けていくと見込まれます。 

要支援・要介護認定者は、75歳以上、特に80歳を超えたあたりから急増する

傾向にあり、今後ますます増加することが想定されます。 

そこで、高齢者人口、要支援・要介護認定者数、地理的要因、さらには中学

校区等を勘案して本町は日常生活圏域を２圏域とします。 

軽度な状態の要支援者に対し自立支援に向けたケアマネジメントを強化し

ていくことで状態改善を目指すこと、また、地域で身近に相談できる場所を設

置する必要があることから、地域包括支援センターを日常生活圏域ごとに１か

所設置し、地域と一体となった高齢者福祉サービスを提供できる体制づくりを

行っていきます。 
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第２章    葉山町における高齢者の現状 

 

 

 

１ 高齢者数等の推移 

（１）高齢者人口等の推移及び推計  

これまでの人口推移から2040年（令和22年）までの人口を推計すると、総人

口は緩やかに減少を続ける一方、高齢化率は上昇していくと見込まれます。

2040年（令和22年）には高齢化率が42.7％、前期高齢者は5,338人、後期高齢者

（75歳以上）は5,752人になると推計されます。 

 

人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：人数、下段：構成比（％） 

項目 

実績値 推計値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

2030 年度 

（令和 12 年度）

2035 年度 

（令和 17 年度）

2040 年度 

（令和 22 年度）

総人口 32,896 32,646 32,339 32,087 31,803 31,500 30,111 28,078 25,982 

高齢者人口 
10,294 

（31.3％）

10,231 

（31.3％）

10,146 

（31.4％）

10,130 

（31.6％）

10,111 

（31.8％）

10,088 

（32.0％）

10,208 

（33.9％）

10,575 

（37.7％）

11,090 

（42.7％）

 前期高齢者 4,433 

（13.5％）

4,144 

（12.7％）

3,850 

（11.9％）

3,638 

（11.3％）

3,548 

(11.2％) 

3,496 

（11.1％）

3,827 

（12.7％）

4,714 

（16.8％）

5,338 

（20.5％）

 後期高齢者 5,861 

（17.8％）

6,087 

（18.6％）

6,296 

（19.5％）

6,492 

（20.2％）

6,563 

（20.6％）

6,592 

（20.9％）

6,381 

（21.2％）

5,861 

（20.9％）

5,752 

（22.1％）

生産年齢人口 18,425 

（56.0％）

18,343 

（56.2％）

18,250 

（56.4％）

18,114 

（56.5％）

17,960 

（56.5％）

17,823 

（56.6％）

16,834 

（55.9％）

14,972 

（53.3％）

12,671 

（48.8％）

年少人口 4,177 4,072 3,943 3,843 3,732 3,589 3,069 2,531 2,221 

資料：住民基本台帳（各年度 10 月１日時点） 

※2024 年度（令和６年度）以降は、住民基本台帳の値を

もとにコーホート変化率法により推計  

31.3 31.3 31.4 31.6 31.8 32.0 33.9
37.7

42.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2021年度

(令和３年度)

2022年度

(令和４年度)

2023年度

(令和５年度)

2024年度

(令和６年度)

2025年度

(令和７年度)

2026年度

(令和８年度)

2030年度

(令和12年度)

2035年度

(令和17年度)

2040年度

(令和22年度)

（％）（人）

高齢者人口

生産年齢人口

年少人口

高齢化率

推計値 
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（２）第１号被保険者の要支援・要介護認定者数の推移及び推計  

第１号被保険者の要支援•要介護認定者数の推計値をみると、増加傾向が予

想されます。特に認定者数の多い要介護１は2021年度（令和３年度）に対して、

2040年度（令和22年度）には76人の増加が見込まれます。65歳以上人口に占め

る要支援•要介護認定者の割合（認定率）も緩やかに上昇を続けますが、2030年

度（令和12年度）をピークに減少し、2040年度（令和22年度）には20.0％にな

ると推計されます。 

第１号被保険者の要支援・要介護認定者数の推移及び推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：認定者数（人）、下段：構成比（％） 

項目 

実績値 推計値 

2021 年度 

（令和３年度） 

2022 年度 

（令和４年度） 

2023 年度 

（令和５年度） 

2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

2030 年度 

（令和 12 年度） 

2035 年度 

（令和 17 年度） 

2040 年度 

（令和 22 年度） 

要介護５ 
173 

（9.4％）

175 

（9.2％）

175 

（9.0％）

181 

（9.1％）

184 

（9.0％）

189 

（9.1％）

206 

（9.1％）

215 

（9.2％）

209 

（9.4％）

要介護４ 
207 

（11.3％）

224 

（11.7％）

214 

（11.0％）

216 

（10.8％）

224 

（11.0％）

232 

（11.1％）

256 

（11.3％）

274 

（11.8％）

277 

（12.5％）

要介護３ 
218 

（11.9％）

235 

（12.3％）

235 

（12.1％）

241 

（12.1％）

247 

（12.1％）

253 

（12.1％）

280 

（12.4％）

295 

（12.7％）

282 

（12.7％）

要介護２ 
279 

（15.2％）

274 

（14.3％）

285 

（14.6％）

292 

（14.7％）

298 

（14.6％）

305 

（14.6％）

331 

（14.6％）

339 

（14.6％）

325 

（14.7％）

要介護１ 
436 

（23.8％）

444 

（23.2％）

457 

（23.5％）

468 

（23.5％）

479 

（23.5％）

489 

（23.5％）

528 

（23.3％）

541 

（23.3％）

512 

（23.1％）

要支援２ 
195 

（10.6％）

223 

（11.7％）

218 

（11.2％）

222 

（11.1％）

227 

（11.1％）

233 

（11.2％）

251 

（11.1％）

255 

（11.0％）

236 

（10.7％）

要支援１ 
323 

（17.6％）

337 

（17.6％）

364 

（18.7％）

373 

（18.7％）

379 

（18.6％）

384 

（18.4％）

410 

（18.1％）

407 

（17.5％）

374 

（16.9％）

合計 1,831 1,912 1,948 1,993 2,038 2,085 2,262 2,326 2,215 

認定率 17.8％ 18.7％ 19.2％ 19.7％ 20.2％ 20.7％ 22.2％ 22.0％ 20.0％ 

資料：介護保険事業状況報告 

（地域包括ケア「見える化システム」より） 

※ 認定者数は、過去の認定率の平均値及び町内認定者の増減要因の分析も加味して推計しました。 

※ 住所地特例を含む第１号要支援・要介護認定者数であり、第２号要支援・要介護認定者数は含みません。 

※ 構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

  

323 337 364 373 379 384 410 407 374 
195 223 218 222 227 233 251 255 236 
436 444 457 468 479 489 528 541 512 
279 274 285 292 298 305 331 339 325 218 235 235 241 247 253 

280 295 
282 207 224 214 216 224 232 

256 274 
277 

173 175 175 181 184 189 
206 215 

209 
1,831 1,912 1,948 1,993 2,038 2,085 

2,262 2,326 2,215 
17.8

18.7 19.2 19.7 20.2 20.7
22.2

22.0 20.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

1,000

2,000

3,000

2021年度

(令和３年度)

2022年度

(令和４年度)

2023年度

(令和５年度)

2024年度

(令和６年度)

2025年度

(令和７年度)

2026年度

(令和８年度)

2030年度

(令和12年度)

2035年度

(令和17年度)

2040年度

(令和22年度)

（％）（人）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

認定率

推計値 
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認定者数が最も多いのは90歳以上で、598人となっています。認定率は、年代

が上がるごとに約２倍増加しています。 

最も認定者が増加する年代は80歳以上85歳未満で、75歳以上80歳未満よりも

207人増加しています。 

介護を必要とする年代の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（2023 年（令和５年）４月） 

※ 年齢別人口は 2023 年（令和５年）５月１日時点。 

 

 

 

2023年（令和５年）の要介護度別の構成割合をみると、本町は全国、神奈川

県と比べて要支援１・２、要介護１の軽度認定者の割合が高くなっています。 

 

軽度認定者の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（2023 年（令和５年）４月） 

 

  

40 
100 

211 

418 

539 
598 

2.3
4.5

9.2
22.4

43.5

72.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

100

200

300

400

500

600

700

65歳以上70歳未満 70歳以上75歳未満 75歳以上80歳未満 80歳以上85歳未満 85歳以上90歳未満 90歳以上

（％）（人）

認定者数 認定率

52.1

46.9

48.7

26.4

32.1

29.9

21.5

21.0

21.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

葉山町

神奈川県

全国

要支援１・２、要介護１ 要介護２・３ 要介護４・５
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２ 給付費の推移から見た介護保険サービスの利用状況 

（１）介護給付サービスの利用状況  

① 居宅サービス 

介護給付サービスのうち、居宅サービスについて給付費の推移を見てみると、

訪問リハビリテーション、福祉用具販売を除くすべてのサービスで増加してい

ます。 

 

居宅サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（地域包括ケア「見える化システム」より） 

 

 

  

202,529 

26,661 

122,023 

10,424 

57,278 

186,181 

94,264 

83,881 

4,652 

328,691 

83,424 

2,728 

230,972 

28,437 

125,498 

10,094 

64,447 

221,789 

103,044 

94,435 

9,595 

342,021 

90,544 

2,226 

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

福祉用具販売

（千円）

2021年度

(令和３年度)

2022年度

(令和４年度)
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② 地域密着型サービス 

介護給付サービスのうち、地域密着型サービスについて給付費の推移を見る

と、地域密着型通所介護の給付費が大きく減少しています。 

 

地域密着型サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（地域包括ケア「見える化システム」より） 

 

③ その他サービス 

介護給付サービスのうち、その他サービスについて給付費の推移を見ると、

住宅改修、居宅介護支援のどちらも大きな変化はありません。 

 

その他サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（地域包括ケア「見える化システム」より） 

 

  

28,438 

90,066 

74,064 

15,138 

81,049 

25,621 

59,152 

73,194 

16,494 

82,783 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

認知症対応型通所介護

地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護

定期巡回・

随時対応型訪問介護看護

認知症対応型共同生活介護

（千円）

2021年度

(令和３年度)

2022年度

(令和４年度)

7,163 

129,803 

5,259 

135,295 

0 30,000 60,000 90,000 120,000 150,000

住宅改修

居宅介護支援

（千円）

2021年度

(令和３年度)

2022年度

(令和４年度)
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④ 施設サービス 

介護給付サービスのうち、施設サービスについて給付費の推移を見ると、介

護老人保健施設の給付費が減少しています。 

介護療養型医療施設は、2024年（令和６年）３月末で廃止となります。 

 

施設サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（地域包括ケア「見える化システム」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新型コロナウイルス感染症拡大の影響 

わが国における 2020 年（令和２年）以降の新型コロナウイルス感染症の拡大は、

高齢者介護にも大きな影を落としています。 

いわゆる第 1 波の渦中にあった 2020 年（令和２年）4 月と 2019 年（令和元年）４

月の介護サービス利用で、通所介護・通所リハビリテーションといった通所系サービ

スと短期入所で利用の減少がみられるなど、サービス提供の縮小等がうかがえます。 

コロナ禍による介護サービスの縮小等で、要介護高齢者・その家族への影響も生じ

ており、大幅なサービス提供・利用の縮小による高齢者の心身機能の維持・改善や安

定化を損なうリスクが指摘されています。 

 

  

532,357 

350,577 

3,983 

0 

544,486 

301,068 

0 

0 

0 200,000 400,000 600,000 800,000

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

（千円）

2021年度

(令和３年度)

2022年度

(令和４年度)
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（２）予防給付サービスの利用状況  

① 介護予防サービス 

予防給付サービスのうち、介護予防サービスについて給付費の推移を見ると、

介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与が増加しています。 

一方、介護予防通所リハビリテーションは大きく減少しています。 

  

介護予防サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（地域包括ケア「見える化システム」より） 

注）介護予防訪問介護と介護予防通所介護は、「介護予防・日常生活支援総合事業」に移行しているため、

P51 に記載します。 

 

  

10,109 

1,997 

4,885 

11,476 

428 

0 

15,535 

7,375 

814 

10,030 

631 

4,702 

9,210 

957 

0 

18,101 

8,544 

1,188 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防福祉用具貸与

介護予防福祉用具販売

（千円）

2021年度

(令和３年度)

2022年度

(令和４年度)
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② 地域密着型サービス 

予防給付サービスのうち、地域密着型サービスについて給付費の推移を見る

と、介護予防小規模多機能型居宅介護の給付費が大きく減少しています。 

 

地域密着型サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（地域包括ケア「見える化システム」より） 

 

③ その他サービス 

予防給付サービスのうち、その他サービスについて給付費の推移を見ると、

介護予防住宅改修は減少し、介護予防支援は増加しています。 

 

その他サービスの給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（地域包括ケア「見える化システム」より） 

 

 

  

0 

9,247 

0 

0 

5,737 

0 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

（千円）
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(令和３年度)
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(令和４年度)

6,260 

9,685 

5,584 

10,806 
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介護予防住宅改修

介護予防支援

（千円）

2021年度

(令和３年度)

2022年度

(令和４年度)
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３ アンケート結果について 

（１）調査の概要  

① 調査の目的  

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定の基礎資料として、調査を実施

したものです。 
 

② 調査対象  

調査種別 調査対象 抽出方法 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

2023 年（令和５年）１月１日現在で要介護

認定を受けていない（＝認定なし、要支援

１～２の認定を受けている人。）65 歳以上

の高齢者（10,201 名）の中から、3,000 人

を無作為抽出。 

単純無作為抽出 

（町全体から3,000人） 

在宅介護実態調査 

2021 年（令和３年）12 月～2022 年（令和

４年）12 月の間、在宅で生活している要支

援・要介護認定を受けている人のうち、更

新申請に伴う認定調査を受けている者

（516 名） 

悉皆調査（全員） 

 

③ 調査期間  

2023年（令和５年）２月１日～３月３日 
 

④ 調査方法  

郵送による配布・回収 
 

⑤ 回収状況  

  配布数 有効回答数 有効回答率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 3,000 通 1,957 通 65.2％ 

在宅介護実態調査 516 通 347 通 67.2％ 

 

 

注）回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示してあります。また、小数

点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見

方になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。  
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（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果  

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査は、保険者が、一般高齢者、介護予防・

日常生活支援総合事業対象者、要支援者を対象に、日常生活圏域ごとに、地域

の抱える課題の特定（地域診断）に資することなどを目的として実施するもの

です。 

① 家族や生活状況について  

ア 家族構成 

「夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）」の割合が47.2％と最も高く、次いで「１

人暮らし」の割合が17.5％、「息子・娘との２世帯」の割合が13.0％となってい

ます。 

                       問２（１） 家族構成をお教えください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 介護・介助の必要性 

「介護・介助は必要ない」の割合が91.6％と最も高くなっています。 

 

            問２（２） あなたは、普段の生活でどなたかの介護・介助が必要ですか 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は
受けていない

現在、何らかの介護を受けている（介護
認定を受けずに家族などの介護を受けて
いる場合も含む）

無回答

91.6

4.8

2.6

1.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,957 ％

１人暮らし

夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）

夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下）

息子・娘との２世帯

その他

無回答

17.5

47.2

4.1

13.0

15.8

2.3

0 10 20 30 40 50
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② からだを動かすことについて  

ア 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っているか 

「できるし、している」の割合が65.0％と最も高く、次いで「できるけどし

ていない」の割合が21.8％、「つたわないとできない」の割合が10.9％となって

います。 

                 問３（１） 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 外出時の移動手段 

「徒歩」の割合が61.0％と最も高く、次いで「路線バス」の割合が50.8％、

「自動車（自分で運転）」の割合が50.4％となっています。 

 

                 問３（９） 外出する際の移動手段は何ですか（いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

できるし、している

できるけどしていない

つたわないとできない

無回答

65.0

21.8

10.9

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数 = 1,957 ％

徒歩

自転車

バイク

自動車（自分で運転）

自動車（人に乗せてもらう）

電車

路線バス

病院や施設のバス

車いす

電動車いす（カート）

歩行器・シルバーカー

タクシー

その他

無回答

61.0

7.5

8.5

50.4

20.8

27.9

50.8

1.1

0.1

0.1

0.4

10.8

0.8

0.6

0 10 20 30 40 50 60 70
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ウ 外出時に困ること 

「もう少しこまめに買い物に行きたいが、回数を制限している」の割合が

11.1％と高く、次いで「自動車の運転をやめたいが、他の移動手段がないので

やめられない」の割合が11.0％となっています。 

 

           問３（12） 日頃、外出する際にお困りのことはありますか（いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 毎日の生活について  

ア 自分で食品・日用品の買物をしているか 

「できるし、している」の割合が88.1％と最も高くなっています。 

 

                   問５（５） 自分で食品・日用品の買物をしていますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

できるし、している

できるけどしていない

できない

無回答

88.1

9.2

1.7

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

回答者数 = 1,957 ％

自動車の運転をやめたいが、他の移動手
段がないのでやめられない

自動車を運転できず、バスも利用でき
ず、自由に移動できない

家族や地域の人に送迎をお願いするのは
気が引ける

バスを利用しているが、家計への負担が
大きい

バスを利用したいが、バス停まで遠く、
行くのが困難

タクシーを利用しているが、家計への負
担が大きい

自由に移動できないため、外出に誘われ
ても断ることがある

もう少しこまめに買い物に行きたいが、
回数を制限している

もう少しこまめに病院に行きたいが、回
数を制限している

地域の行事に参加したいが、参加してい
ない

その他

無回答

11.0

1.7

5.5

8.6

6.2

6.6

2.5

11.1

1.8

5.4

15.0

49.9

0 10 20 30 40 50
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イ 生きがいの有無 

「生きがいあり」の割合が61.3％、「思いつかない」の割合が31.6％となって

います。 

                   問５（21） 生きがいはありますか 

 

 

 

 

 
 

④ 地域での活動について  

ア ボランティアのグループへの参加頻度 

「参加していない」の割合が61.9％と最も高くなっています。 

 

      問６（１） 以下のような会・グループ等にどのくらいの頻度で参加していますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ スポーツ関係のグループやクラブへの参加頻度 

「参加していない」の割合が52.4％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

生きがいあり

思いつかない

無回答

61.3

31.6

7.1

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数 = 1,957 ％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

0.3

1.2

1.8

4.6

3.1

61.9

27.1

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数 = 1,957 ％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

2.2

7.2

8.3

5.9

1.8

52.4

22.2

0 20 40 60
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ウ 趣味関係のグループへの参加頻度 

「参加していない」の割合が48.9％と最も高く、「月１～３回」の割合が

13.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 学習・教養サークルへの参加頻度 

「参加していない」の割合が61.6％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ （貯筋運動など）介護予防のための通いの場への参加頻度 

「参加していない」の割合が63.4％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

1.3

3.9

6.3

13.8

5.0

48.9

20.7

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 1,957 ％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

0.6

0.9

1.6

3.5

2.4

61.6

29.4

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数 = 1,957 ％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

1.1

0.8

3.6

2.0

0.7

63.4

28.5

0 10 20 30 40 50 60 70
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カ 老人クラブへの参加頻度 

「参加していない」の割合が66.6％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 町内会・自治会への参加頻度 

「参加していない」の割合が57.0％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク 収入のある仕事への参加頻度 

「参加していない」の割合が52.8％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

0.2

0.2

0.4

1.1

1.7

66.6

29.9

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数 = 1,957 ％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

0.4

0.6

0.9

3.7

9.9

57.0

27.5

0 20 40 60

回答者数 = 1,957 ％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

8.9

7.6

2.2

3.1

1.4

52.8

23.9

0 20 40 60
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ケ 地域活動への参加状況 

「週１回以上活動に参加している」の割合が43.5％と最も高く、次いで「全

く活動に参加していない」の割合が27.0％、「週１回未満活動に参加している」

の割合が21.2％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

コ 生きいきした地域づくり活動への参加者としての参加 

「参加してもよい」の割合が49.7％と最も高く、次いで「参加したくない」

の割合が31.6％となっています。 

問６（２） 地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行っ

て、生きいきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として参加し

てみたいと思いますか 

 

 

 

 

 

 

 

サ 生きいきした地域づくり活動への企画・運営としての参加 

「参加したくない」の割合が56.5％と最も高く、次いで「参加してもよい」

の割合が31.3％となっています。 

     問７（３） 地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行っ

て、生きいきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に企画・運営（お世話

役）として参加してみたいと思いますか） 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

週１回以上活動に参加している

週１回未満活動に参加している

全く活動に参加していない

無回答

43.5

21.2

27.0

8.3

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 1,957 ％

是非参加したい

参加してもよい

参加したくない

既に参加している

無回答

8.1

49.7

31.6

5.6

5.0

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 1,957 ％

是非参加したい

参加してもよい

参加したくない

既に参加している

無回答

2.2

31.3

56.5

4.3

5.7

0 20 40 60
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シ 相談相手 

「配偶者」の割合が58.9％と最も高く、次いで「友人」の割合が51.1％、「別

居の子ども」の割合が40.9％となっています。 

        問７（１） あなたの心配事や愚痴（ぐち）を聞いてくれる人（いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス 家族や友人･知人以外の相談相手 

「そのような人はいない」の割合が38.4％と最も高く、次いで「医師・歯科

医師・看護師」の割合が34.4％、「地域包括支援センター・役場」の割合が13.0％

となっています。 

        問７（５） 家族や友人･知人以外で、何かあったときに相談する相手を教えてくだ

さい（いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

自治会・町内会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・役場

その他

そのような人はいない

無回答

5.2

9.3

4.1

34.4

13.0

6.6

38.4

8.9

0 20 40

回答者数 = 1,957 ％

配偶者

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

近隣

友人

その他

そのような人はいない

無回答

58.9

18.6

40.9

33.2

12.9

51.1

2.0

3.2

1.7

0 20 40 60
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⑤ 医療について 

ア かかりつけ医（医療機関）の有無 

「はい」の割合が88.5％、「いいえ」の割合が10.5％となっています。 

 

                   問９（１） 普段からかかりつけの医療機関はありますか 

 

 

 

 

 

 

イ かかりつけ歯科医（歯科医療機関）の有無 

「はい（町内）」の割合が46.7％と最も高く、次いで「はい（町外）」の割合

が40.0％、「いいえ」の割合が11.4％となっています。 

 

                   問９（４）かかりつけ歯科医（歯科医療機関）はいますか 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 認知症に係る相談窓口の把握について  

ア 相談窓口の認知 

「はい」の割合が19.9％、「いいえ」の割合が77.8％となっています。 

 

                   問 10（２） 認知症に関する相談窓口を知っていますか 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

はい

いいえ

無回答

19.9

77.8

2.3

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,957 ％

はい

いいえ

無回答

88.5

10.5

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

回答者数 = 1,957 ％

はい（町内）

はい（町外）

いいえ

無回答

46.7

40.0

11.4

1.9

0 10 20 30 40 50
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⑦ 人生の最期に対する考えについて  

ア 人生の最期を過ごしたい場所 

「自宅で療養し、必要になれば医療機関に入院したい」の割合が44.5％と最

も高く、次いで「最期まで自宅で過ごしたい」の割合が22.7％、「分からない」

の割合が11.9％となっています。 

 

              問 11（１） あなたが病気などで回復の見込みがなく、人生の最期を

迎えるときが来た場合、最期はどこで過ごしたいですか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 実現できると思うか 

人生の最期を過ごしたい場所について「最期まで自宅で過ごしたい」、「自宅

で療養し、必要になれば医療機関に入院したい」と答えた人のうち、「実現でき

ると思う」の割合が39.7％と最も高く、次いで「分からない」の割合が37.3％、

「実現は難しいと思う」の割合が19.5％となっています。 

 

                   問 11（１）① それは実現できると思いますか 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

最期まで自宅で過ごしたい

自宅で療養し、必要になれば医療機関
に入院したい

病院に入院したい

老人ホームなど介護施設に入所したい

分からない

その他

無回答

22.7

44.5

7.4

6.3

11.9

1.4

5.9

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 1,315 ％

実現できると思う

実現は難しいと思う

分からない

その他

無回答

39.7

19.5

37.3

0.4

3.0

0 20 40



26 

 

ウ 実現は難しい・分からないと思う理由 

「家族に介護の負担や手間がかかる」の割合が62.8％と最も高く、次いで「入

院した人がきちんと医療を受けられる」の割合が17.9％、「急に具合が悪くなっ

たとき不安だから」の割合が14.3％となっています。 

 

                     問 11（１）② その理由は何ですか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 介護施策について  

ア 町が行う介護予防事業について 

「聞いたことがあるが、内容はよく知らない」の割合が54.6％と最も高く、

次いで「知らなかった」の割合が32.1％となっています。 

 

問 12（１） 町が行う介護予防事業についてあてはまるもの

を選択してください（認知症予防教室、水中歩行教室、貯筋

運動、生きがいミニデイサービス等） 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 748 ％

家族に介護の負担や手間がかかる

介護してくれる家族がいない

自宅で介護を受けられる居住空間が
整っていない

在宅介護サービスが不十分だから

入院した方がきちんと医療を受けられ
る

急に具合が悪くなったとき不安だから

自宅で亡くなることに不安があるから

お金がかかる

家族の理解が得られない

その他

無回答

62.8

9.8

8.0

6.8

17.9

14.3

3.7

11.6

1.1

5.3

6.6

0 10 20 30 40 50 60 70

回答者数 = 1,957 ％

よく知っている

聞いたことがあるが、内容はよく知らな
い

知らなかった

無回答

9.7

54.6

32.1

3.6

0 20 40 60
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イ 介護保険制度に対する評価 

「実際に介護サービスを利用していないので、満足できるものかどうか、よ

く分からない」の割合が70.1％と最も高く、次いで「介護保険によって、自分

や家族の介護に対する不安がかなり解消され、全体的に満足している」の割合

が14.8％となっています。 

 

問 12（３） 介護保険制度に対する評価として、一番近いものを選んでください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 現在、納付されている介護保険料の額について 

「高いと思う」の割合が45.5％と最も高く、次いで「分からない」の割合が

26.1％、「適当だと思う」の割合が24.9％となっています。 

 

問 12（４） 現在、納付されている介護保険料の額についてどのように感じていますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

介護保険によって、自分や家族の介護に対する
不安がかなり解消され、全体的に満足している

実際に介護サービスを利用していないので、満
足できるものかどうか、よく分からない

将来、介護サービスを利用するかどうか分から
ないのに、介護保険料を払わなければならない
など、不満がある

その他

無回答

14.8

70.1

8.0

1.4

5.7

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,957 ％

安いと思う

適当だと思う

高いと思う

分からない

無回答

0.9

24.9

45.5

26.1

2.7

0 10 20 30 40 50
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エ 介護保険を利用する際の考え方 

「介護保険料が高くなりすぎないよう、介護サービスの内容や自己負担のあ

り方を見直し、費用を抑制すべきである」の割合が56.3％と最も高く、次いで

「よくわからない」の割合が21.6％、「介護保険料の額が高くなっても、介護サ

ービスの内容をより充実すべきである」の割合が15.3％となっています。 

 

問 12（５） 介護サービスを利用する人が増えたり、一人あたりのサービス

利用額が増えたりすると、介護保険料の額は高くなるしくみになっています

が、介護保険を利用する際の考え方に最も近いものを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,957 ％

介護保険料の額が高くなっても、介護サービス
の内容をより充実すべきである

介護保険料が高くなりすぎないよう、介護サー
ビスの内容や自己負担のあり方を見直し、費用
を抑制すべきである

よくわからない

その他

無回答

15.3

56.3

21.6

2.5

4.4

0 20 40 60
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（３）在宅介護実態調査の結果  

在宅介護実態調査は、「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者

の就労継続」の実現に向けた介護サービスの在り方を検討することを目的とし

て実施するものです。 

 

① 本人について  

ア 介護度 

「要支援１」の割合が25.4％と最も高く、次いで「要介護１」の割合が20.5％、

「要介護２」の割合が17.9％となっています。 

 

            Ａ票（５） ご本人の要介護度について、ご回答ください（１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 347 ％

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

わからない

無回答

25.4

17.3

20.5

17.9

7.2

4.9

4.9

1.2

0.9

0 10 20 30
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イ 現在抱えている傷病 

「眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）」の割合が23.9％と最も高

く、次いで「筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）」の割合が23.1％、

「認知症」の割合が22.2％となっています。 

 

      Ａ票（７） ご本人が、現在抱えている傷病について、ご回答ください（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 介護保険サービスの利用の有無 

「利用した」の割合が59.7％、「利用していない」の割合が39.8％となってい

ます。 

      Ａ票（８） 2022 年（令和４年）12 月の１か月の間に、（住宅改修、福祉用具貸与・購

入以外の）介護保険サービスを利用しましたか（１つを選択） 

 

 

 

 

  

回答者数 = 347 ％

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管
狭窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を
伴うもの）

その他

なし

わからない

無回答

9.5

17.0

4.6

6.6

3.5

23.1

4.9

12.7

22.2

7.5

2.0

19.0

23.9

13.8

4.3

0.3

3.5

0 10 20 30

回答者数 = 347 ％

利用した

利用していない

無回答

59.7

39.8

0.6

0 20 40 60
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エ 介護保険サービスを利用していない理由 

「現状では、サービスを利用するほどの状態ではない」の割合が43.5％と最

も高く、「本人にサービス利用の希望がない」の割合が18.1％、「家族が介護を

するため必要ない」の割合が11.6％となっています。 

 

      Ａ票（10） 介護保険サービスを利用していない理由は何ですか（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 138 ％

現状では、サービスを利用するほどの
状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満が
あった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、
身近にない
住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを
利用するため
サービスを受けたいが手続きや利用方
法が分からない

その他

無回答

43.5

18.1

11.6

1.4

5.1

1.4

10.1

4.3

10.9

20.3

0 10 20 30 40 50
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オ 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

「特になし」の割合が33.1％と最も高く、次いで「移送サービス（介護・福

祉ﾀｸｼｰ等）」の割合が28.5％、「掃除・洗濯」の割合が18.4％となっています。 

 

Ａ票（12） 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスに

ついて、ご回答ください（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 現在の訪問診療の利用 

「利用している」の割合が17.9％、「利用していない」の割合が76.4％となっ

ています。 

           Ａ票（13） ご本人は、現在、訪問診療を利用していますか（１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 347 ％

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

13.5

9.8

18.4

14.1

12.4

17.9

28.5

17.0

8.6

3.7

33.1

11.5

0 20 40

回答者数 = 347 ％

利用している

利用していない

無回答

17.9

76.4

5.8

0 20 40 60 80
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② 主な介護者の人について  

ア 介護者属性 

「子」の割合が47.4％と最も高く、次いで「配偶者」の割合が33.3％となっ

ています。 

                 Ｂ票（２） 主な介護者の人は、どなたですか（１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 介護者の離職状況 

「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」の割合が65.3％と最も高

くなっています。 

 

Ｂ票（１） ご家族やご親族の中で、ご本人の介護を主な理由として、過去１年の間に

仕事を辞めた人はいますか（現在働いているかどうかや、現在の勤務形態は問いませ

ん）（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 213 ％

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答

33.3

47.4

8.0

0.0

1.4

1.9

8.0

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 213 ％

主な介護者が仕事を辞めた（転職除
く）
主な介護者以外の家族・親族が仕事を
辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職し
た
介護のために仕事を辞めた家族・親族
はいない

わからない

無回答

6.1

0.0

0.9

0.0

65.3

4.7

23.0

0 10 20 30 40 50 60 70
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ウ 不安に感じる介護等 

「外出の付き添い、送迎等」の割合が19.2％と高く、次いで「認知症状への

対応」の割合が15.5％、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」の割合が13.1％

となっています。 

 

Ｂ票（６）現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の人が不安に感じる介護等について、

ご回答ください（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 213 ％

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ
等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

8.9

11.7

4.2

11.3

0.5

3.3

6.6

19.2

5.6

15.5

4.2

9.4

13.1

6.6

6.1

7.0

1.4

31.9

0 20 40
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エ 介護サービスを利用して良かったこと 

「ケアマネジャー、サービス事業者の対応が良かった」の割合が52.1％と最

も高く、次いで「介護をする家族の負担が軽くなった」の割合が39.4％、「日常

生活が安心して送れるようになった」の割合が28.6％となっています。 

 

Ｂ票（11） 介護サービスを利用して、良かったことは何ですか（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 213 ％

日常生活が安心して送れるようになった

介護をする家族の負担が軽くなった

要介護者本人の体の動きが良くなった

要介護者本人の自分でできることが増え
た
ケアマネジャー、サービス事業者の対応
が良かった

その他

特にない

わからない

介護サービスを利用していない

無回答

28.6

39.4

21.1

9.4

52.1

2.8

1.4

2.8

8.0

15.0

0 20 40 60
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オ 介護をしている人（介護者）への支援として町へ望むこと 

「在宅で介護と連携した医療が受けられること」の割合が29.1％と高く、「在

宅で受けられる介護サービスの充実」、「入所施設の充実」の割合が25.8％とな

っています。 

 

Ｂ票（13） 介護をしている人（介護者）への支援として、町へ望むことは何で

すか（複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 213 ％

介護者に対する地域や職場の理解の促進

介護者に対しての相談体制の充実

介護者が悩みや思いを話し交流する場の
充実
家族介護教室などの介護技術を学ぶ講座
の充実
在宅で介護と連携した医療が受けられる
こと

在宅で受けられる介護サービスの充実

介護者の休息が取れるようなサービスの
充実

入所施設の充実

苦情解決体制の強化

サービス事業所の指導監督の強化

その他

無回答

8.0

17.8

9.4

6.6

29.1

25.8

19.2

25.8

2.8

2.3

0.5

29.1

0 10 20 30
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（４）アンケート結果のポイント  

①元気で健康な状態を維持する  

〔介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より〕 

・日頃、外出する際に困ることについて、「もう少しこまめに買い物に行きたい

が、回数を制限している」が11.1％、「自動車の運転をやめたいが、他の移動

手段がないのでやめられない」が11.0％となっています。 

・（貯筋運動など）介護予防のための通いの場に参加している人は8.2％となっ

ています。 

・町が行う介護予防事業について、「聞いたことがあるが、内容はよく知らない」

が５割半ばと最も高く、次いで「知らなかった」が３割を超えています。 

 

〔在宅介護調査より〕 

・今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについて、「外出同行

（通院、買い物など）」が２割近くとなっています。 

 

②地域でお互い助け合いながら暮らしていく  

〔介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より〕 

・生きがいの有無について、「生きがいあり」が６割を超え、「思いつかない」

が３割を超えています。 

・収入のある仕事に週一回以上参加している人は２割近くとなっています。 

・地域活動への参加状況について、「週一回以上活動に参加している」が43.5％

と最も高く、次いで「全く活動に参加していない」が27.0％、「週一回未満活

動に参加している」が21.2％となっています。 

・地域づくり活動への参加について、「参加してもよい」が約５割と最も高くな

っています。 

・また、企画・運営（お世話役）としての参加について、「参加したくない」が

６割近くと最も高くなっています。 

 

〔在宅介護調査より〕 

・今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについて、「移送サービ

ス（介護・福祉タクシー等）」が28.5％、「掃除・洗濯」が18.4％、「外出同行

（通院、買い物など）」が17.9％となっています。 
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③認知症になっても安心して暮らせるまちをつくる  

〔介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より〕 

・認知症に関する相談窓口を知っているかについて、「いいえ」が77.8％となっ

ています。 
 

〔在宅介護調査より〕 

・現在の生活を継続していくにあたり主な介護者の人が不安に感じる介護等に

ついて、「認知症状への対応」が15.5％となっています。 

 

④年齢を重ね介護が必要な状態となっても、 

可能な限り、葉山町で暮らしていけるまちとする  

〔介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より〕 

・病気などで回復の見込みがなく、人生の最期を迎えるときが来た場合、最期

はどこで過ごしたいかについて、「自宅で療養し、必要になれば医療機関に入

院したい」が44.5％と最も高く、次いで「最期まで自宅で過ごしたい」が

22.7％となっています。 

・現在、納付されている介護保険料の額について、「高いと思う」が45.5％と最

も高く、次いで「分からない」が26.1％、「適当だと思う」が24.9％となって

います。 

・介護保険を利用する際の考え方に最も近いものについて、「介護保険料が高

くなりすぎないよう、介護サービスの内容や自己負担のあり方を見直し、費

用を抑制すべきである」が56.3％と最も高く、次いで「よくわからない」が

21.6％、「介護保険料の額が高くなっても、介護サービスの内容をより充実す

べきである」が15.3％となっています。 
 

〔在宅介護調査より〕 

・介護サービスを利用して、良かったことについて、「ケアマネジャー、サービ

ス事業者の対応が良かった」が52.1％と最も高く、次いで「介護をする家族

の負担が軽くなった」が39.4％、「日常生活が安心して送れるようになった」

が28.6％となっています。 

・（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービスを「利用した」が

約６割となっています。 

・介護をしている人（介護者）への支援として町へ望むことについて、「在宅で

介護と連携した医療が受けられること」が29.1％と高く、「在宅で受けられる

介護サービスの充実」、「入所施設の充実」が25.8％となっています。 
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４ 計画に向けた課題 

（１）高齢者の健康状態の維持と介護予防  

高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも生きいきと安心して生涯を現役で過

ごせるように、介護予防に関する取組みを一層推進していくための地域社会を

形成し、支援していくことが必要です。 

介護予防事業に対する町民の認知状況は十分でない状況にあり、身近な場所

で気軽に継続して「健康づくりや介護予防」に取り組める環境を整えるととも

に周知をしていくことが必要です。また、高齢者自身の介護予防に関する知識

の普及と意識の更なる向上も必要となります。 

今後も地域の実情に応じ、住民、ボランティア、社会福祉協議会、その他の

社会福祉法人等を含めた多様な担い手による柔軟な取組みにより、総合事業の

効果的かつ効率的なサービスを提供できるよう体制整備を充実させることが

重要です。 

 

（２）地域における支え合い、助け合いの推進  

本町では、高齢者が住み慣れた地域の中で、いつまでも、家族や親しい人た

ちとともにお互い助け合いながら暮らしていくまちづくりを進めてきました。 

見守りの必要な高齢者の人が増えている中、また、地域が抱える課題が多様

化・複雑化している中、その解決に向け、今後も見直しを図りながら継続して

事業を実施していくとともに、地域住民同士の地域福祉の話し合いの場である

第２層協議体を通じて高齢者を地域で日常的に見守り支え合えるネットワー

クを充実していくことが必要です。そのためには、地域包括支援センターの役

割が重要であり、介護支援専門員、医療従事者、地域の関係機関等の専門職が

協働して包括的かつ継続的に支援していく体制を構築していくことが必要で

す。 

 

（３）認知症への対応  

認知症の高齢者が増加している中、町では認知症の予防のためにも、80歳前

からの認知症に関する理解の普及や、認知症サポーター養成講座、認知症サポ

ーターステップアップ講座、オレンジカフェなどについて、地域包括支援セン

ターと協働して開催し、町民への認知症に関する理解を広めるとともに、認知

症当事者が声を挙げやすい地域づくりを行ってきました。 
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高齢化が加速する中、更なる認知症高齢者の増加も見込まれるため、認知症

サポーター活動の促進を図るとともに、成年後見制度の利用促進など支援する

体制の充実が求められます。 

また、住民の認知症に関する相談窓口の認知度は低い現状にあり、認知症に

関する相談窓口や早期診断・早期対応のためのしくみなど、当事者の不安の解

消に向けた施策の充実が必要です。 

 

 

（４）在宅生活を継続するための支援の充実  

今後もひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の増加が予想される中、町では

緊急通報システムや、配食サービス、ふれあいごみ収集等における安否確認を

兼ねたサービス提供に取り組んできました。 

また、75歳以上の要支援・要介護認定を受けていない単身高齢者に対し、町

の保健師や看護師が訪問し必要な支援につなげるなど、見守り活動を行ってき

ました。引き続き、地域や事業者との連携による日常生活の支援や見守りを充

実していく必要があります。 

介護サービスの提供体制の確保・拡充が求められる中、要介護者等が介護サ

ービスを受給する際には真に必要とする過不足ないサービスを受けられてい

るかケアプランの点検を行い、サービス内容と費用の両面から捉えた介護給付

費の適正化が重要となります。 

要介護者が増加すると、適切な介護サービスを提供するために介護給付費が

増えることとなります。介護給付費が増えると、介護保険料の上昇につながり

ます。介護予防によって重度化を防ぐことは、心身の健康維持はもとより、介

護保険料の上昇を抑制し、負担を軽減することにもつながります。 

町や地域で実施している介護予防の事業について、今後も積極的に展開し、

できる限り要介護状態になることを防ぐことが重要です。 

高齢者が介護を必要とする状態になっても、その人らしく、安心して生活が

できるよう、地域の実情に応じた居宅サービス・施設サービスの充実が必要で

す。第９期期間中に、看護小規模多機能型居宅介護を新設し、更なるサービス

の充実を図ることが重要です。 

また、サービスの提供にあたっては、介護人材の確保が不可欠です。研修等

を含めた人材育成への支援、離職防止の取組みを総合的に実施していくことが

必要です。 
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第 章    基本理念と基本目標 

 

 

１ 基本理念 

本計画では、高齢者が介護予防や生きがいづくりに精力的に取り組むととも

に、要介護状態になっても安心して住み慣れた地域で暮らしていけるまちづく

りを進めるため、第８期計画の取組みとの連続性、整合性からその基本理念で

ある「お互いに支え合い、生きいきと健康に過ごせるまち はやま」を引き継ぎ、

年齢を重ね介護が必要な状態になっても、すべての人が安心して住み慣れた地

域で暮らしていけるまちづくりをめざします。 

 

 

 

【 基 本 理 念 】 

 

 

 

 

 

 

  

お互いに支え合い、生きいきと健康に過ごせるまち はやま 
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２ 基本目標 

基本理念に基づき、次の４つの目標を掲げ、施策を推進するものとします。  

 

（１）元気で健康な状態を維持する  

高齢者の生活の質を向上させ、健康寿命を延ばすため、地域での介護予防プ

ログラムを推進し、運動や教育を通じて高齢者の健康を支援します。また、地

域包括支援センターの機能の充実を図ることで高齢者の多様なニーズに対応

し、高齢者の外出と交流活動を支援します。 
 

（２）地域でお互い助け合いながら暮らしていく  

地域での協力と支え合いを通じて、高齢者が安心して生活し続けられる環境

を築くため、地域の福祉活動を支援し、地域の助け合い、支え合いを促進する

とともに、生活支援のコーディネーターを配置し、高齢者のニーズに応じた支

援を実施します。 

また、高齢者虐待を防ぐための取組みや災害対策、高齢者の社会参加の促進、

高齢者の就業を支援します。 

 

（３）認知症になっても安心して暮らせるまちをつくる  

認知症になっても安心して暮らせるまちをつくるために、認知症についての

理解を促進し、若年性認知症の支援を強化し、認知症予防事業を実施します。

認知症ケアパスの作成や認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員の

配置を通じて、地域包括支援体制を強化し、認知症関連の教育やサポートを提

供し、認知症患者とその家族が安心して生活できる環境を整えます。 

 

（４）年齢を重ね介護が必要な状態となっても、可能な限り、 

暮らしていけるまちとする  

年齢を重ねても本町での暮らしを支えるため、高齢者への支援体制の充実、

要援護高齢者の把握、見守り・助け合い活動促進、介護給付費適正化、予防・

介護給付サービス、地域密着型サービス、その他のサービスの強化、医療と介

護の連携等を推進し、町民の長寿と福祉を確保する取組みを進めます。 
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３ 施策の体系 
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［ 基本理念 ］ ［ 基本施策 ］ ［ 基本目標 ］ 

１ 貯筋運動の普及 
（地域づくりによる介護予防推進支援事業） 

２ 地域でお互い 
助け合いながら 
暮らしていく 

３ 認知症になっても 
安心して暮らせる 
まちをつくる 

４ 年齢を重ね介護
が必要な状態と
なっても、可能
な限り、暮らし
ていけるまちと
する 

 

２ 介護予防事業の推進 

３ 介護予防ケアマネジメント事業の充実 

４ 包括的・継続的ケアマネジメント事業の充実 

５ 外出支援事業の推進 

１ 地域福祉活動への支援 

２ 地域ケア会議の推進 

３ 生きがいミニデイサービス事業の普及 

４ 総合事業における多様なサービスの創出 

５ 高齢者虐待防止への取組み 

６ 安全・安心な地域づくり 

７ 社会参加の促進 

８ 就業の支援 

１ 認知症について理解する 

３ 認知症予防事業の実施 

１ 元気で健康な 
状態を維持する 

10 医療と介護の連携 

１ 高齢者への生活支援の充実 

２ 日常的な見守り活動や助け合い活動の推進 

３ 介護給付等費用適正化事業 

５ 介護給付サービスの推進 

６ 地域密着型サービスの推進 

４ 予防給付サービスの推進 

７ その他サービスの推進 

８ 家族介護者支援の取組み 

９ 介護サービスの質の向上 

11 介護保険事業の円滑な実施 

２ 認知症の早期発見・早期対応 
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第４章    施策の展開 

 

 

 

基本目標１ 元気で健康な状態を維持する 

基本施策（１）貯筋運動の普及（地域づくりによる介護予防推進支援事業）  

貯筋運動は、鹿屋体育大学の元学長である福永先生の考案した、誰でも簡単

に覚えられる、自宅で自分ひとりでもできる、自立歩行に大切な下肢筋力を中

心に鍛える運動として考案されたものです。 

本町でも2016年度（平成28年度）から始まり、2023年度（令和５年度）は27

グループで実施しています。年２回行われる下肢筋力の超音波測定では、多く

の参加者が介護予防効果を実感しております。更なる効果を上げるために、担

い手の発掘・育成を行い、実施団体の新設と既存団体の支援に努め、事業の普

及・拡大を図ります。 

今後とも、貯筋運動による介護予防事業を町内で広く実施するために、担い

手の発掘・育成を行い実施団体の新設と既存団体の支援に努めます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

実施グループ 団体数 26 27 27 28 29 30 
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基本施策（２）介護予防事業の推進  

要介護状態にならないために健康づくり・介護予防事業を実施しています。 

 

①介護予防把握事業 

医療機関、町内会・自治会、民生委員・児童委員等地域住民、地域包括支援

センター、本人・家族等からの相談・情報提供を通じて要介護・要支援状態に

移行するおそれのある高齢者を把握します。 

 

②介護予防普及啓発事業 

１）訪問型介護予防事業 

地域包括支援センターと連携し、閉じこもり、認知症等の心配のある高齢

者宅に訪問し、生活上の相談等を受け、必要な時に介護保険認定申請等の適

切な支援につなげます。 

 

 

２）介護予防水中歩行教室 

民間運動施設を利用して、水中歩行による介護予防教室を実施しています。

介護予防事業を推進するため、効果的な水中歩行教室を引き続き実施してい

きます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ参加人数 人 53 103 110 120 120 120 
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３）健康寿命の延伸に向けた未病改善等の取組み 

健康寿命の延伸に向けて、未病・介護予防に関する普及・啓発と、要介護

状態にならないための健康づくり・介護予防事業を実施します。 

フレイル予防の3つの柱（運動、口腔・栄養、社会参加）に関する事業を

町内で広く実施するために、広報・周知を積極的に行っていきます。 

※未病とは、発病には至らないが、健康から離れつつある状態 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

口腔・栄養講座の実
施回数 

回 0 1 2 3 3 3 

認知症講座 回 0 10 2 3 3 3 

 

 

基本施策（３）介護予防ケアマネジメント事業の充実  

地域包括支援センターでは、本人や家族・地域住民から高齢者に関するあら

ゆる相談を受け、必要な支援の実施や連携を行っています。また、自立支援に

向けた介護予防ケアマネジメントも行っています。今後の高齢化や認定者の増

加に対応する相談体制や要支援者等が主体的に介護予防などに取り組めるこ

とが必要です。 

 

①介護予防・予防給付に関するケアマネジメント事業 

要支援１、２及び事業対象者に向けサービス提供期間を限定し、具体的な目

標をたてるとともに、心身の状況や生活機能が低下した原因に応じた総合的、

効果的な支援計画を作成します。そして一定期間経過後に目標の達成状況を評

価し、必要に応じて支援計画の見直しを行います。 

 

＜数値目標＞ 

注）件数については、P51に記載します。 
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基本施策（４）包括的・継続的ケアマネジメント事業の充実  

地域包括ケアの推進のためには、専門職が協働して地域におけるネットワー

クを構築し、地域が抱える課題の解決に向け、包括的かつ継続的に支援してい

く地域包括支援センターの役割が重要となります。 

地域包括支援センターにおいては、業務負担軽減と質の確保、体制の充実を

図っていきます。また、属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担う重層

的支援体制の整備について検討します。 

 

①包括的・継続的ケアマネジメント事業 

１）事例検討会議 

ケアマネジャーや関係機関等と処遇困難ケースや成功事例等を共有し、ス

キルアップを図ることを目的に居宅介護支援事業所と事例検討会議を共同

開催します。 

 

２）地域包括支援センター交流会 

町内の介護保険事業者や関係機関等との顔の見える関係づくりの一環と

して交流会を開催し、ネットワークの構築を図ります。 

 

３）ケアマネジャーの個別相談 

地域のケアマネジャーが抱える処遇困難な個別ケース等について情報を

共有し、課題の解決をするための支援を行います。 

 

４）居宅介護支援事業所巡回相談 

ケアプランの作成状況の確認や情報提供、会議等の企画など地域のケアマ

ネジャーに寄り添った支援ができるよう町内居宅介護支援事業所を巡回訪

問します。 

 

②地域包括ケアの推進 

１）地域包括ケアの推進体制の強化 

地域包括支援センターを中心に地域のネットワークを強化し、増加する相

談や複合的な課題を抱えた困難ケースに対応していくとともに、保健・医療・

福祉に関する支援などを包括的かつ継続的に実施します。 
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２）重層的な支援体制の推進 

重層的支援体制とは、地域での支え合いの基盤整備を推進するとともに、

既存分野の専門性を生かした支援とあわせて福祉・医療・教育・保健分野の

垣根を超えて連携・協働することです。地域住民の複雑化・複合化している

支援ニーズに対応するため、属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担

う重層的支援体制の整備について、庁内関係部署及び関係機関と共に検討し

て参ります。 

 

 

基本施策（５）外出支援事業の推進  

外出支援のため京急ふれあいパスの補助や高齢者等送迎サービス事業を行っ

ています。本町の地形や交通事情により、今後は更なる外出支援整備の検討

が必要です。 

 

①京急ふれあいパス補助事業 

京急ふれあいパス一部自己負担金に補助を行うことで、高齢者の外出支援

を行います。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

利用人数 人 1,622 1,618 1,650 1,900 1,900 1,900 

 

②高齢者外出支援事業 

心身機能の低下により自家用車や公共交通機関を利用しての買い物や病

院への通院、入退院、施設への入退所が困難な人に無料送迎を行い、高齢者

の外出支援を行います。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ利用人数 人 243 314 320 330 340 350 
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基本目標２ 地域でお互い助け合いながら暮らしていく 

基本施策（１）地域福祉活動への支援  

本町では、町民と町、社会福祉協議会等が協働し、地域や個人が抱える生活

課題を解決するために、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）を

中心に協議体を各地域に設置し、取り組んでいます。 

一方、更なる充実が求められているが、担い手の減少や不足、高齢化などの

理由から活動の縮小や停滞する地域活動や団体が増えています。 

元気な高齢者が支え手となりお互いさまの地域づくりを行うため、今後社会

福祉協議会との連携をさらに深め、地域福祉活動への支援を行います。 

 

 

基本施策（２）地域ケア会議の推進  

地域には様々な課題が発生しており、困難事例も年々増加しています。地域

ケア会議では、介護事業者、地域住民、対象者家族などが個別ケースの支援内

容を検討し、高齢者個人に対する支援の充実を実現するとともに、地域課題を

抽出し、地域づくり・社会資源の開発や施策等の充実につなげていきます。ま

た、生活支援サービスの充実のため、社会福祉協議会と連携して地域ケア会議

の場を通じて社会資源の開発を目指していくこととします。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

開催数 回 0 1 2 3 3 3 
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基本施策（３）生きがいミニデイサービス事業の普及  

地域住民の協力のもとに19か所で、在宅高齢者の生きがいづくり及び心身の

健康保持を図る事業を提供し、福祉の増進を図っています。また、更なる充実

が求められているため担い手の発掘と育成に努めます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ参加人数 人 2,500 4,520 6,000 7,000 8,000 9,000 

 

 

基本施策（４）総合事業における多様なサービスの創出  

介護・医療・予防といった専門的サービスを前提として、「住まい」「生活支

援・福祉」といった分野が一体的に提供される地域包括ケアシステムが求められ

ています。既存の介護事業所による既存のサービスに加え、ＮＰＯ、民間企業、

ボランティアなど地域の多様な主体が高齢者を支援していく体制作りを更に推進

していきます。 

 

①訪問介護・通所介護 

要支援者等の多様な生活支援ニーズに対して、予防給付のうち訪問介護、通

所介護については、総合事業において多様なサービスを提供することが可能と

なっています。 

本町では、2017年（平成29年）４月より創設された総合事業のうち、現行相

当の訪問介護、通所介護に加え、訪問型サービスＤ、通所型サービスＢ、通所

型サービスＣを実施しています。 

第９期計画では訪問型サービスＣを新たに創設するとともに、引き続き基準

緩和したサービス、住民主体サービス等多様なサービスを提供していきます。 
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＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

現行相当の 

訪問型サービス 

延べ 

利用件数 
910 963 999 1,018 1,039 1,060 

現行相当の 

通所型サービス 

延べ 

利用件数 
1,503 1,804 2,029 2,089 2,152 2,217 

介護予防 

ケアマネジメント 

延べ 

利用件数 
1,488 1,675 1,780 1,900 2,000 2,100 

訪問型サービスＡ 

（緩和した基準に 

よるサービス） 

実施団体 0 0 0 0 1 1 

訪問型サービスＢ 

（住民主体による 

支援） 

実施団体 0 0 0 0 1 1 

訪問型サービスＣ 

（短期集中予防 

サービス） 

実施件数 - - - 1 1 1 

訪問型サービスＤ 

（移動支援） 
実施団体 1 1 1 1 1 1 

通所型サービスＡ 

（緩和した基準に 

よるサービス） 

実施団体 1 1 1 1 1 1 

通所型サービスＢ 

（住民主体による 

支援） 

実施団体 1 1 1 1 1 1 

通所型サービスＣ 

（短期集中予防 

サービス） 

実施団体 0 0 1 1 1 1 

 

【訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）】 
社会福祉協議会及び町内介護保険事業所が、掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供します。 

【訪問型サービスＢ（住民主体による支援）】 
社会福祉協議会及び町内住民福祉団体が、掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供します。 

【訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス）】 
理学療法士や歯科衛生士、管理栄養士等の専門職が自宅に伺い、運動器や口腔機能向上、栄養
改善などの介護予防に関する相談や指導を行います。 

【訪問型サービスＤ（移動支援）】 
地域の福祉有償運送事業所へ委託し、要支援者及び総合事業対象者の通所型サービスＢ及び一
般介護予防事業サロンへの送迎を行います。 

【通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）】 
町内介護保険事業所にて、ミニデイサービスや運動・レクリエーション等を行います。 

【通所型サービスＢ（住民主体による支援）】 
社会福祉協議会及び町内住民福祉団体にて、ミニデイサービスや運動・レクリエーション等を
行います。 

【通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）】 
町内介護老人保健施設に委託し、３か月をめどの生活機能改善プログラムを要支援者及び総合
事業対象者に行います。  
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②一般介護予防事業 

社会福祉協議会と協働し、第２層協議体で議論しながら一般介護予防事業と

して誰でも参加できる居場所づくりを行います。 

 

③ボランティアポイント 

高齢者サロンに支援者として参加している高齢者等に対し、ボランティアポ

イントを付与することで、地域のサロン活動の活性化を図ります。 

 

④多様なサービスの創出について 

基準緩和サービス、住民主体のサービス、一般介護予防事業については、生

活支援第２層協議体における地域での様々な議論の中で必要な支援体制を構

築します。 

 

 

基本施策（５）高齢者虐待防止への取組み  

近年、家族や介護施設職員などが高齢者の人権を侵害する高齢者虐待が問題

となっており、その種類は、身体的・心理的・経済的虐待、介護・世話の放棄

など様々です。 

虐待を受けている高齢者に対して、高齢者虐待や認知症を正しく理解するた

めの啓発活動や地域住民による見守りや声かけなど、住民主体による支援とと

もに、早期発見・早期対応を行う体制を確立する必要があります。 

 

①啓発活動や地域住民による見守りや声かけ 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、高齢者

虐待防止パンフレットを作成し、高齢者虐待についての相談や通報窓口を住民

に周知・啓発を行いました。今後も引き続き、啓発や地域の見守り体制の強化

を図っていきます。 
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②早期発見・早期対応の体制づくり 

福祉課及び地域包括支援センターが高齢者虐待相談窓口として、相談や通告

に対応し、主に葉山警察署や介護関係事業所等と連携し、早期発見・早期対応

につなげています。 

また、必要時は施設への措置入所についても検討しています。 

今後とも、高齢者虐待の早期発見・早期対応の体制作りを強化し、高齢者の

権利擁護を図っていきます。 

 

③施設職員に対する研修 

施設での高齢者虐待防止対策としては、これまで特別養護老人ホームで高齢

者の権利擁護について研修会を実施してきました。今後も施設等に対し研修会

を実施していきます。 

 

 

基本施策（６）安全・安心な地域づくり  

自然災害や感染症危機への対策として、介護サービス事業者には業務継続計

画（ＢＣＰ）の策定が義務付けられており、事業所ごとの取組みが進められて

います。また、発災時高齢者等の要配慮者が安全かつ迅速に避難できるよう、

事前に避難行動要支援者登録を進めており、町内会・自治会や民生委員等近隣

住民の共助体制を更に強化していく必要があります。 

 

①事故や犯罪被害などの防止 

警察や交通安全協会と連携し、高齢者の交通安全意識の向上に努めています。

また、2023年度（令和５年度）には、神奈川県警と認知症の心配のある高齢者

の運転免許証更新の際の相談体制に係る協定を結び、高齢の運転者の事故防止

に努めています。 

また、高齢者を消費者被害から守るために、高齢者を対象とした振り込め詐

欺や悪質商法等の犯罪等への注意喚起や相談活動等を引き続き実施し、被害の

未然防止に努めていきます。 
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②災害時の要配慮者への支援の推進 

巨大地震や集中豪雨による風水害等、近年の高齢者等の被災状況を踏まえ、

本町では、災害時に避難所での生活が困難である重度の在宅高齢者等を施設に

一時避難させるため、町内の特別養護老人ホームや介護老人保健施設と協定を

締結するとともに、高齢者をこれらの施設まで搬送するため、葉山町社会福祉

協議会が所有する車両を使用する協定も締結しています。 

ひとり暮らし高齢者等の避難行動要支援者リストを活用し消防本部、警察署、

民生委員・児童委員、町内会・自治会等と連携しながら、災害発生時に適切な

避難誘導や安否確認を実施するための体制整備に努めるとともに、高齢者等の

要配慮者が迅速に避難できるよう、日ごろから介護保険事業所と連携し、地域

防災計画に基づく避難確保計画の策定について、関係課と連携します。 

 

③感染症に対する備え 

感染症予防についての情報発信を行うことで、住民の感染症予防への理解を

高め、感染症拡大防止を図ります。また、介護保険施設等で集団感染が発生し

た際は保健所等と連携を図り対応します。 

介護サービス事業所における感染症に対する備えについては、感染症発生時

を想定した平時からの事前準備や、感染症発生時の代替サービスの確保に向け

た連携体制の構築を図ります。 

 

 

基本施策（７）社会参加の促進  

高齢者が家庭、地域、企業等社会の各分野において、長年にわたり蓄積され

た知識と経験を活かしながら、生きがいをもって生活ができるよう、ボランテ

ィアなども含めた社会参加を促進するための施策を推進することが重要です。 

 

①老人クラブへの活動支援 

老人クラブ活動への支援を行い、ボランティア活動、生きがい活動と健康づ

くりなどの活動を行っています。 
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②ねんりんふれあいの集い事業（芸能大会、いこいの日事業、囲

碁・将棋練習会、社交ダンス教室、スポーツ（リズム体操）教室） 

福祉文化会館に60歳以上の高齢者が集まり、保健師あるいは看護師による健

康・介護予防・疾病予防の講演会などを通じて、相互の親睦を図ったり、介護

予防と住民の交流を深める事業です。 

 

【いこいの日事業】 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

開催数 回 18 22 22 23 24 25 

 

【社交ダンス教室】 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ参加人数 人 472 765 770 770 770 770 

延べ利用回数 回 25 51 52 52 52 52 

 

【スポーツ（リズム体操）教室】 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ参加人数 人 160 230 230 230 230 230 

延べ利用回数 回 11 23 23 23 23 23 

 

③趣味の作品展 

日頃の趣味活動から生まれた作品（手芸品、写真、絵画、書道等）を福祉文

化会館に展示しています。（年１回、３日間開催） 
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④歩こう会 

高齢者の介護予防及び相互交流を図るため、60歳以上の高齢者を対象に、町

内を散歩する会を年２回（春・秋）老人クラブ連合会主催で行っています。 

 

 

基本施策（８）就業の支援  

就労の場で活躍する意欲のある高齢者に対して、引き続き高齢者の就労に関

する情報提供や就労の機会とのマッチングなどを支援していくことが必要で

す。 

 

①就労支援 

シルバー人材センターでは、高齢者が生きがいを持って生活することを目的

に、おおむね60歳以上の人を対象に、家庭や事業所、公共団体などからの就労

を登録会員に斡旋しており、高齢者に働く機会を提供しています。 
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基本目標３ 認知症になっても安心して暮らせるまちをつくる 

基本施策（１）認知症について理解する  

今後、高齢化により認知症を有する人はさらに増え、社会的課題として取り

組むべきものと言われています。町民アンケートの結果によると、要介護認定

が必要となる原因として、認知症（アルツハイマー病等）が挙げられています。

年齢相応の物忘れは誰にでも訪れてくるものであり、認知症を正しく理解する

ことで、認知症を恐れず張り合いのある生活を目指すことが大切です。 

 

①普及・啓発・本人発信支援 

認知症をより身近なものとして捉えられるよう、2023年度（令和５年度）か

ら世界アルツハイマー月間に併せ、認知症に係るパネル展示を役場ロビーで実

施しています。今後とも、町民への正しい知識の普及・啓発を行います。 

 

②認知症講演会 

認知症の理解促進を目的として、外部講師に依頼し認知症講演会を実施して

います。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

開催回数 回 0 0 1 1 1 1 

※2020 年度（令和２年度）から 2022 年度（令和４年度）まで、新型コロナウイルス感染症

の影響により中止 
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③認知症サポーター養成講座 

研修を修了したオレンジキャラバンメイトが、団体や地域住民に対して「認

知症サポーター養成講座」を実施し、認知症に関する正しい知識を持って、地

域や職域で認知症の人や家族を手助けする「認知症サポーター」を着実に町内

で増やしています。今後も認知症の人と特に関わることの多い小売業・金融機

関・公共交通機関等の従業員や小中学生などを対象に、認知症サポーターの拡

大に努めます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

講座開催数 回 5 3 5 6 6 6 

 

 

基本施策（２）認知症の早期発見・早期対応  

認知機能低下のある人や、認知症の人の早期発見・早期対応が行えるよう、

かかりつけ医、地域包括支援センター、認知症初期集中支援チーム、認知症地

域支援推進員等の更なる質の向上と有機的な連携を図ります。また、本人の周

囲の人や地域の関係者等との連携も考慮しながら取組みを進めます。 

 

①認知症ケアパス（地域包括支援センター・福祉課） 

認知症の人とそのご家族の不安を少しでも軽くできるよう、認知症発症予防

から人生の最終段階まで、認知症の進行状況に応じて、相談先や、いつ、どこ

で、どのような医療・介護サービスを受ければいいのかという流れを示す認知

症ケアパスの活用を推進します。 

また、早期発見・早期対応システムとして、単なる物忘れか、認知症による

物忘れかを確認する、認知症簡易チェックサイトを活用しています。 
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②認知症初期集中支援チーム（地域包括支援センター・福祉課） 

医師、保健師等の複数の専門職が、民生委員等の地域住民や家族からの相談

により認知症が疑われる人及びその家族を訪問し、アセスメントを行った上で

認知症の初期段階での支援を包括的・集中的（６か月）に行い、認知症を抱え

る本人及び家族の自立支援を行います。 

訪問事例についてはその都度、初期集中支援チーム員会議を開催し、評価・

モニタリングを実施します。 

（人） 

 2024年度 
（令和６年度） 

2025年度 
（令和７年度） 

2026年度 
（令和８年度） 

医師 1 1 1 

保健師・看護師 2 2 2 

社会福祉士 2 2 2 

主任ケアマネジャー 2 2 2 

 

③認知症地域支援推進員（地域包括支援センター・福祉課） 

地域からの相談に応じ、医療機関や介護保険の申請につなげる、また、必要

に応じ認知症初期集中支援チームにつなげていく役割を担う人材を地域包括

支援センター・福祉課に配置し、認知症に係る相談や早期発見・早期対応につ

なげています。 

（人） 

 2024年度 
（令和６年度） 

2025年度 
（令和７年度） 

2026年度 
（令和８年度） 

保健師・看護師 4 4 4 

社会福祉士 2 2 2 

主任ケアマネジャー 2 2 2 
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基本施策（３）認知症予防事業の実施  

高齢化の進行により、認知症高齢者も今後さらに増えることが予想される中、

高齢者が住み慣れた地域で暮らしていくためには、認知症予防を中心とした介

護予防事業や公的サービス以外にも、地域住民や地域の支援組織、関係者など

と協力した支援体制が必要です。 

2023年（令和５年）６月に可決した「共生社会の実現を推進するための認知

症基本法」の趣旨のもと、認知症の早期発見、早期診断及び早期対応を推進し

ます。 

 

①認知症予防教室 

認知症予防に効果的な運動（コグニサイズ）を実施しています。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ参加人数 人 80 74 80 90 100 120 

 

②認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク 

認知症（徘徊）高齢者の家族の希望により、事前に情報登録することにより、

実際に行方不明になった場合、警察や各行政関連機関、交通機関などが連絡を

取り合って、徘徊高齢者を早期に発見してご家族のもとに帰すことを目的とし

ています。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

登録者数 人 56 72 80 88 97 106 
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③家族への支援 

住み慣れた自宅での生活を継続していくためには、本人のみならず家族への

支援充実が求められます。そこで、認知症高齢者を介護する家族への支援とし

て、地域包括支援センター、社会福祉協議会等と協働で認知症カフェ、家族介

護者の集い、家庭介護教室等を実施していきます。 

 

④成年後見制度利用の促進 

判断能力が不十分なために、財産侵害を受けたり、人間としての尊厳が損な

われたりすることがないよう、財産管理や身上保護に関する法律行為等を支援

する仕組みである成年後見制度について、周知・啓発を行うとともに、制度の

利用が必要と思われる高齢者や親族等に制度の説明や利用に対する支援を行

います。 

 

⑤若年性認知症の人への支援 

若年性認知症は物忘れや徘徊など、症状は高齢者の認知症に重なることが多

いですが、病気に対する苦しみだけではなく、働き盛りであったり、子育て中

であったりすることから、病気に対する周囲の理解不足、家族関係への影響、

失業等による収入減など、付随する様々な問題が生じる可能性があります。 

こうしたことから、若年性認知症に係る理解の促進を図りながら、若年性認

知症の人が可能な限り社会参加し活動することができる支援体制づくりを推

進します。 

また、若年性認知症は、企業で働き盛りの当事者となりうることから、さま

ざまな機会を活用し、民間企業等にも対象を広げ、若年性認知症に関する正し

い知識について普及・啓発を図るとともに、神奈川県と連携して、若年性認知

症支援に取り組みます。 
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基本目標４ 年齢を重ね介護が必要な状態となっても、   

可能な限り、暮らしていけるまちとする 

基本施策（１）高齢者への生活支援の充実  

①緊急通報システム 

おおむね65歳以上のひとり暮らし高齢者、または家族の事情により、ほぼ通

年日中ひとり暮らしとなる高齢者等で、貸与機器が設置できる電話回線を有し、

身体上慢性疾患等により日常生活上注意を要する状態にある者に対し、緊急通

報システム装置を無償で貸与しています。 

今後も引き続き対象者への緊急通報システムの貸与及び普及推進を図りま

す。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ利用者数 人 1,329 1,209 1,220 1,230 1,240 1,250 

 

②配食サービス 

食事をつくることが困難な在宅の高齢者及び重度障害者（以下「高齢者等」

という。）の世帯に食事を配達することによって、高齢者等の食生活の改善及び

安否確認を行います。 

今後とも、高齢者の食生活改善、安否確認事業として継続していきます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ利用者数 人 292 272 360 370 380 390 
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③無料入浴サービス事業 

ひとり暮らしのため不安がある、設備的にも危険が伴うなどの理由で入浴が

思い通りにできない人を対象に、福祉文化会館で、看護師による入浴前後の身

体チェックのもと入浴してもらうことで、安全で衛生的な生活の一助とすると

ともに、要介護状態を予防する事業として行っています。 

今後とも、介護予防事業推進のため事業を継続していきます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ利用者数 人 484 692 700 710 720 730 

 

④在宅高齢者住宅改修助成事業 

介護保険制度や障害者施策に該当しない65歳以上の町内在住の高齢者に対

し、住み慣れた住宅で安全で快適な生活が送れるよう必要な住宅改修に要する

費用の一部（工事費の２分の１を上限10万円まで）を助成します。 

今後とも、高齢者福祉施策の一環として事業を継続していきます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

延べ利用者数 人 9 5 16 16 16 16 
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⑤戸別ごみ収集（「家庭ごみふれあい収集」事業） 

身体機能の低下によってごみ出しができない、かつ身近な人などの協力が得

られない高齢者に対し、クリーンセンターの職員が家まで戸別収集に行き、安

否確認をしています。（週一回） 

今後とも、高齢者のごみ出し支援、安否確認を行うため必要な人への支援を

行います。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

利用者数（年度末） 人 40 58 68 71 75 79 

 

⑥養護老人ホームへの措置 

原則65歳以上で、環境上の理由及び経済的理由で居宅での生活が困難な人の

入所を町の措置で行います。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

利用者数（年度末） 人 2 2 2 2 2 2 
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基本施策（２）日常的な見守り活動や助け合い活動の推進  

要介護者等の実態を健診等の高齢者向け事業や、地域包括支援センターを中

心に、ケアマネジャー、医師、民生委員・児童委員、介護サービス事業者等の

関係機関の連携により把握していきます。 

介護給付対象サービス及び地域支援事業の供給事業者については、ケアマネ

ジャー、介護サービス事業者との情報交換や近隣の自治体との連携を取ること

により、各サービスの供給量を把握します。また、75歳以上の要支援・要介護

認定を受けていない単身高齢者に対し、町保健師や看護師が訪問し必要な支援

につなげるなど、日常的な見守り活動を引き続き行っていきます。 

 

基本施策（３）介護給付等費用適正化事業  

①ケアマネジメント適正化推進事業 

要支援認定者に対し適切なアセスメント（課題把握）が十分にできているの

かを検証し、独自に開発した効果的なケアマネジメントプロセスに対するチェ

ックシートにより地域課題の発見・把握機能の強化を図り、地域包括支援ネッ

トワークを構築します。 

行政からの一方的な指導ではなく行政・地域包括支援センター・介護保険事

業所が企画・立案から研修、事業評価まで協働することで地域のケアマネジメ

ントの向上を図ります。具体的には、ケアマネジメントの思考を可視化するア

ローチャートの手法を用いて課題整理総括表研修やケアマネジメント適正化

研修を実施することで、自立支援型ケアマネジメントの確立を目標とし事業を

推進していきます。事業の計画及び検証は年２回開催するケアマネジメント適

正化推進事業運営委員会で行います。 

また、自立支援・介護予防の観点を踏まえて隔月で２ケースについてケアプ

ラン点検の側面を持つ地域ケア個別会議を開催することで、自立支援型ケアマ

ネジメント確立を目指します。 

住宅改修、福祉用具購入に関しては、理学療法士による現地確認を行うこと

で、給付適正化につなげます。 
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②国民健康保険団体連合会との連携 

神奈川県国民健康保険団体連合会において、保険者等が介護費用適正化対策

のために活用できるよう、認定者の状況や事業所の状況に関する各種の情報を

提供する体制が整備されています。このシステムを活用して、医療情報との突

合、縦覧点検等、給付の適正化に取り組みます。 

各種情報を活用することで、効果的なケアプラン点検につなげ、自立支援型

ケアマネジメント確立を目指します。 

 

③要介護認定の適正化 

要介護・要支援認定における訪問調査の実施及び委託訪問調査に関しチェッ

クを行うことで、要介護認定の適正化を図ります。 

 

 

基本施策（４）予防給付サービスの推進  

①介護予防サービス 

１）介護予防訪問看護 

訪問看護が必要と主治医が認めた要支援者を対象に、その居宅において看

護師等が療養上の世話または必要な診療の補助を行います。 

 

２）介護予防訪問リハビリテーション 

要支援者を対象に、理学療法士（ＰＴ）や作業療法士（ＯＴ）が自宅を訪

問し、必要なリハビリテーションを行うサービスです。 

 

３）介護予防居宅療養管理指導 

要支援者を対象に、病院等の医師、歯科医師、薬剤師等が、療養上の管理

及び指導をします。 

 

４）介護予防通所リハビリテーション 

介護老人保健施設などに通って、心身機能の維持、回復のためのリハビリ

テーションを受けるサービスで、運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の

向上を選択できます。 
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５）介護予防短期入所生活介護 

要支援者を対象に、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他

日常生活上の世話及び機能訓練を行い、身体機能の維持・向上を図ります。 

 

６）介護予防短期入所療養介護 

要支援者を対象に、当該施設において看護、医学的管理の下における介護

及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行い、身体機能の

維持・向上を図ります。 

 

７）介護予防特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム等の施設に入居している要支援者を対象に、当該特定施設

が計画に基づき入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機

能訓練及び療養上の世話をします。 

 

８）介護予防福祉用具貸与 

心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある要支援者を対象に、日

常生活上の便宜を図るため、また、要支援者の機能訓練のために福祉用具（対

象品目が定められています。）を貸与します。 

 

９）特定介護予防福祉用具販売 

要支援者を対象に、日常生活を送る上で必要な福祉用具の購入に対し、そ

の費用の一部を支給します。（対象品目が定められています。） 

 

②その他サービス 

１）介護予防住宅改修 

要支援者を対象に、自宅の廊下、トイレ等の手すりの取付けや段差の解消

など、住宅改修に必要な費用の一部を支給します。（対象工事が定められて

います） 

 

２）介護予防支援 

要支援者が、介護予防サービスを利用するためには、地域包括支援センタ

ーが作成するケアプランが必要となります。要支援認定を受けた人が適切な

サービスを利用できるように、地域包括支援センターが利用者の心身の状況

等を的確に把握し、介護予防サービスの利用計画を作成し、サービス提供事

業者との連絡や調整を行います。 
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基本施策（５）介護給付サービスの推進  

①居宅サービス 

１）訪問介護 

ホームヘルパーが自宅を訪問して、入浴、排せつなどの身体の介護や買物、

洗濯、掃除、炊事などの生活の援助を行うサービスです。 

 

２）訪問入浴介護 

家庭で入浴することが困難な寝たきりの人などに対して、入浴車が自宅を

訪問し、簡易浴槽を使って、居室で入浴できるサービスです。 

 

３）訪問看護 

自宅で療養している人に対して看護師等が訪問し、必要な看護を提供する

とともに、家族に対して看護方法等の指導を行うサービスです。 

 

４）訪問リハビリテーション 

理学療法士（ＰＴ）や作業療法士（ＯＴ）が自宅を訪問し、必要なリハビ

リテーションを行うサービスです。 

 

５）居宅療養管理指導 

自宅で療養している人に対して、医師、歯科医師、薬剤師などが訪問し、

療養する上での指導やアドバイスを行うサービスです。 

 

６）通所介護 

デイサービスセンターなどに通って、食事や入浴、健康チェック、レクリ

エーション、リハビリなどを受けるサービスです。 

 

７）通所リハビリテーション 

介護老人保健施設などに通って、心身機能の維持、回復のためのリハビリ

テーションを受けるサービスです。 

 

８）短期入所生活介護 

介護老人福祉施設や介護老人保健施設等に短期間入所し、食事や着替え、

入浴など日常生活の介護を受けるサービスです。 
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９）短期入所療養介護 

保健・医療施設に短期間滞在し、医師や看護師、理学療法士から、医学的

管理のもと、リハビリなどを受けるサービスです。 

 

10）特定施設入居者生活介護 

特定施設として指定を受けた有料老人ホーム、ケアハウス等に入所してい

る人が、入浴、排せつ、食事、その他の日常生活上の介護やリハビリなどを

介護保険で利用できるサービスです。 

 

11）福祉用具貸与 

日常生活を送る上で必要な福祉用具（対象品目が定められています。）を

貸与し、高齢者の生活の自立を支援します。 

 

12）特定福祉用具販売 

日常生活を送る上で必要な福祉用具（対象品目が定められています。）の

購入に対し、その費用の一部を支給します。 

 

②施設サービス 

１）特別養護老人ホーム 

自宅での生活が困難な要介護者に対して、入浴や排せつ、食事など生活全

般の介護などを行う施設です。 

 

２）介護老人保健施設 

病状が安定している要介護者に対して、在宅復帰を目指し、看護・介護サ

ービスを中心とした医療的ケア、リハビリテーション、日常生活の介護を行

う施設です。 

 

３）介護医療院 

長期にわたり療養が必要な要介護者の人に対して、「日常的な医学管理」

や「看取りやターミナルケア」等の医療機能と「生活施設」としての機能と

を兼ね備えた施設です。 
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③その他サービス 

１）住宅改修 

自宅の廊下、トイレ等の手すりの取付けや段差の解消など、住宅改修に必

要な費用の一部を支給します。（対象工事が定められています） 

 

２）居宅介護支援 

介護支援専門員が、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

 

 

基本施策（６）地域密着型サービスの推進  

①地域密着型サービス 

１）認知症対応型通所介護 

認知症高齢者専用の通所介護サービスです。 

 

２）介護予防認知症対応型通所介護 

認知症高齢者専用の介護予防通所介護サービスです。 

 

３）認知症対応型共同生活介護 

認知症はあるものの共同生活が可能な人が、日常生活の介護を受けながら

１ユニット９人程度の少人数で共同生活するサービスです。2023年度（令和

５年度）中に事業所２か所のうち１か所が閉鎖するため、第９期計画期間中

に１か所の設置を推進します。 

 

４）介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症はあるものの共同生活が可能な要支援２の人が、日常生活の介護を

受けながら１ユニット９人程度の少人数で共同生活する介護予防サービス

です。 

 

５）小規模多機能型居宅介護 

サービスの拠点への通いを中心として、利用者の様態や希望に応じて、随

時訪問、宿泊を組み合わせることで居宅における生活の継続を支援するサー

ビスです。 
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６）介護予防小規模多機能型居宅介護 

サービスの拠点への通いを中心として、利用者の様態や希望に応じて、随

時訪問、宿泊を組み合わせることで居宅における生活の継続を支援するサー

ビスです。 

 

７）看護小規模多機能型居宅介護 

「訪問看護」と「小規模多機能型居宅介護」を組み合わせて提供するサー

ビスです。第９期期間中においての設置を図ります。 

 

８）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間

を通じて訪問介護と訪問看護が密接に連携しながら定期巡回型訪問と随時

の対応を行います。 

 

９）地域密着型通所介護 

定員19人未満のデイサービスセンターに通って、食事や入浴、健康チェッ

ク、レクリエーション、リハビリなどを受けるサービスです。 

 

 

基本施策（７）その他サービスの推進  

①高額介護サービス費 

介護保険サービスの自己負担額が重くなりすぎないよう、利用者の所得段階

別に設けた基準額を超える自己負担額が発生した場合に、基準額を超えた分に

ついて払戻しを行うものです。 

 

②高額医療・高額介護合算費 

介護保険サービスの自己負担額と医療費の一部負担金等の合計額が高額と

なった場合、利用者の所得段階別に設けた基準額を超える自己負担額分につい

て払戻しを行うものです。 
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③特定入所者介護サービス等費 

介護保険施設（短期入所も含む）に入所している低所得者層の人に対して、

居住費（滞在費）、食費に一定の自己負担限度額を設けて、負担が重くなり過ぎ

ないようにするものです。 

 

④低所得者への支援 

低所得者等が、介護サービスの利用を制限されることがないよう、介護保険

料の減免制度や高額介護サービスの基準額を超える自己負担額の一部払戻し

などを図り、高齢者の所得状況に配慮した負担軽減策を実施します。 

 

 

基本施策（８）家族介護者支援の取組み  

①仕事と介護の両立支援のための環境整備 

家族の介護が必要となった場合に、仕事や家庭、地域等における役割や立場

を大きく変えることなく生活を維持できる支援が求められています。そのため、

必要な情報収集が、インターネット等を利用していつでも、わかりやすく行え

るようにするため、関連団体・事業所と連携して、サービス内容の情報提供に

ついて町ホームページを活用して実施します。また、介護離職をせずに在宅介

護等を継続できるよう、町や介護関係事業所における相談体制の充実を図りま

す。 

 

②介護者のつどいの推進 

自宅での介護経験や日頃抱えている悩み等を共有し、情報交換を行う場を整

備し、より身近な地域で多くの人が参加できるよう、開催場所や日程を工夫し

実施します。 

 

③ヤングケアラーの把握と支援体制の構築 

学校や関係機関、地域などと連携し、ヤングケアラーの現状把握や支援につ

いての取組みを進めます。 
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基本施策（９）介護サービスの質の向上  

①介護人材の確保・育成 

全国的に介護人材不足が課題となっており、本町においても同様です。神奈

川県の実施する「人材確保や育成支援」に関する情報提供を積極的に行ってい

きます。また、事業所に対する支援策について検討を進めます。 

 

②介護現場の生産性向上の推進 

（介護ロボット・ＩＣＴの活用、デジタル化等による業務効率化等） 

介護現場の生産性向上の促進のため、国や県の「介護現場革新会議」により

選定されたモデル施設における業務効率化への取組みの好事例を各事業所に

伝播させ、業務改善の提案や支援を行います。また、指定申請等、サービスの

認可に係る届出などの手続きの簡素化や利便性の向上を図るため、ＩＣＴやデ

ータのデジタル化を用いながら、国や他自治体と歩調を合わせ、随時見直しを

進めます。 
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基本施策（10）医療と介護の連携  

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査により、人生の最期の場所として、「自宅

で療養し必要になれば～」を選択した人が44.5％と最も高く、次いで「最期ま

で自宅で過ごしたい」を選択した人が22.7％となっています。また、その実現

は難しい、わからないと答えた56.8％の人のうち、その理由として、「家族に介

護の負担や手間がかかる」の割合が62.8％と最も多い結果です。 

この結果より、自宅で最期を迎えることへの不安や支援体制等への不安が大

きいことが伺えます。国は、今後の超高齢社会を向け、在宅介護サービスを推

進しており、町においてもその人らしい生活を送ることができる支援体制を充

実します。 

 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第８期計画 第９期計画 

実績値 見込値 計画値 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

コーディネーター
の配置人数 

人 2 2 2 2 2 2 
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基本施策（11）介護保険事業の円滑な実施  

①サービスの質の向上 

１）身体拘束の廃止に向けた取組み 

現在介護の現場では、「身体拘束ゼロ」の実現に向け、様々な取組みが進

められています。 

身体拘束は、人権擁護の観点から問題があるだけでなく、身体機能の低下

をまねく恐れもあります。 

本町では、介護サービス事業者や町民に向けた、身体拘束の廃止の広報活

動や啓発活動に積極的に取り組みます。 

 

２）各種介護保険サービスの充実 

第９期計画においては、施設サービス及び地域密着型サービスの必要量を

維持し、更なる介護サービスの向上に努めます。 

 

３）苦情相談等への対応 

サービス利用者やその家族からの声を役場、社会福祉協議会、地域包括支

援センター、居宅介護支援事業者（ケアマネジャー）などで受け付けるとと

もに、サービスに対する不満や苦情内容に対し迅速に対応します。 

また、介護相談員の施設への派遣を通じて、利用者の日常的な不満や疑問

を受け付け、問題の発見や解決を通じて苦情等の発生を未然に防ぐとともに、

問題点があれば改善を促します。 

 

４）高齢者への権利擁護への取組み 

近年、振り込め詐欺や、悪質な商法のトラブルに、高齢者のみならず一般

成人までもが巻き込まれるケースが増えています。 

本町ではこれまでに、主に社会福祉協議会が運営するあんしんセンターで、

認知症などの判断が十分ではない高齢者に対して、介護サービスの利用等も

含めて支援してきました。 

今後とも、葉山警察署、地域包括支援センター、訪問サービス事業者、保

健師、家族、地域住民や関係機関との連携をさらに強化し、公正な権利擁護

の支援を行います。 

また、窓口を利用しやすくするための広報活動も強化していきます。 
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②サービスの適切な利用の促進 

１）事業者間の連携 

事業者に対する各種制度や研修等の情報提供を進めるとともに、サービス

の適切な利用に向けて、介護保険事業者間の情報交換や連携・調整の機会を

提供していきます。 

 

③利用者への情報提供 

１）情報提供・公開 

介護保険制度の基本理念である「利用者本位」、「高齢者の自立支援」、「利

用者による選択」を実現するために情報の提供・公開を推進します。 

神奈川県では介護サービス情報公表制度にもとづき、神奈川県介護サービ

ス情報公表センターにおいて、介護サービス利用者が介護サービスを比較検

討するために活用できる事業所情報などを提供していることから、本制度の

利用促進に向けて、普及・啓発を進めます。 

 

２）制度の周知 

町民への介護保険制度の周知に向け、広報葉山、町のホームページ、各種

パンフレット等の媒体を中心に情報提供の充実を図ります。 

 

④地域区分の見直し検討 

地域区分とは、介護保険サービス事業所の介護報酬として、平均的な費用の

額を勘案して介護報酬の地域格差をなくすために設けられた区分で、本町は６

級地であり、本計画から区分の見直しを行います。 
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第５章    介護保険サービス事業の見込み 

 

 

 

１ 被保険者数等の今後の見込み 

（１）被保険者数の推計  

 

区分 
2023年度 

（令和５年度）

2024年度 

（令和６年度）

2025年度 

（令和７年度）

2026年度 

（令和８年度）

2040年度 

（令和 22 年度）

第１号被保険者 
（65 歳以上） 

10,146 10,130 10,111 10,088 11,090 

 65～74 歳 3,850 3,638 3,548 3,496 5,338 

75 歳以上 6,296 6,492 6,563 6,592 5,752 

第２号被保険者 
（40～64 歳） 

12,485 12,440 12,369 12,280 7,923 

 

 

（２）要支援・要介護認定者の推計  

 

区分 
2023年度 

（令和５年度）

2024年度 

（令和６年度）

2025年度 

（令和７年度）

2026年度 

（令和８年度）

2040年度 

（令和 22 年度）

要支援１ 373 382 388 393 380 

要支援２ 224 228 233 239 239 

要介護１ 464 475 486 496 517 

要介護２ 293 300 306 313 330 

要介護３ 237 243 249 255 284 

要介護４ 216 218 226 234 278 

要介護５ 181 187 190 195 213 

計 1,988 2,033 2,078 2,125 2,241 

※第１号・第２号要支援・要介護認定者数。 
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（３）施設サービスの整備方針  

＜2026 年度（令和８年度）までの施設整備計画＞ 

区分 

第８期計画期間 第９期計画期間 
2040 年度 

（令和 22 年度） 2021 年度 

(令和３年度) 

2022 年度 

(令和４年度) 

2023 年度 

(令和５年度) 

2024 年度 

(令和６年度) 

2025 年度 

(令和７年度) 

2026 年度 

(令和８年度) 

介
護
老
人 

福
祉
施
設 

定員数

（人） 
160 160 160 160 160 160 160 

利用者数

（人） 
165 169 164 166 166 166 205 

地
域
密
着
型
介
護 

老
人
福
祉
施
設 

定員数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 

利用者数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 

介
護
老
人 

保
健
施
設 

定員数

（人） 
70 70 70 70 70 70 70 

利用者数

（人） 
105 88 94 96 96 96 115 

介
護
療
養
型 

医
療
施
設
・ 

介
護
医
療
院 

定員数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 

利用者数

（人） 
1 0 0 0 0 0 1 

認
知
症
対
応
型 

共
同
生
活
介
護 

定員数

（人） 
27 27 27 27 27 27 30 

利用者数

（人） 
27 27 25 18 27 27 30 

特
定
施
設
入
居
者
生

活
介
護
事
業
所
⺺
介
護

専
用
型
・
混
合
型
⺻ 

定員数

（人） 
291 291 291 291 291 291 291 

利用者数

（人） 
157  165  174 180  184  190 205 

地
域
密
着
型
特
定

施
設
入
居
者
生
活

介
護
事
業
所 

定員数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 

利用者数

（人） 
0 0 0 0 0 0 0 

合 

計 

利用者数

（人） 
455 449 457 460 473 479 556 

要介護 

３以上比 
75.5% 69.7% 72.1% 71.0% 71.1% 70.0% 71.7% 
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①施設サービスの整備方針 

１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

主に要介護３以上の常時介護が必要な高齢者が入所する施設であり、高齢

者人口の増加に伴い、今後も要介護高齢者が増加することが見込まれる中、

町民全体の特別養護老人ホーム入所待機者数は、2023年（令和５年）４月１

日を基準とした５年間の推移では微減となっています。 

第７期、第８期計画期間中においては新たな整備を行っておらず、また、

特別養護老人ホームへの入所待機者及び介護給付費等の状況を勘案し、第９

期計画期間中は特別養護老人ホームの整備は見送り、待機者数、介護給付費

等の状況を注視していくこととし、その上で必要と判断すれば第10期以降の

施設整備について検討します。 

 

＜特別養護老人ホーム入所待機者数＞ 

 
待機者数 

（葉山町民） 

2019 年（平成 31 年）４月１日現在 82 人 

2020 年（令和２年）４月１日現在 89 人 

2021 年（令和３年）４月１日現在 89 人 

2022 年（令和４年）４月１日現在 80 人 

2023 年（令和５年）４月１日現在 74 人 

 

 

２）介護老人保健施設（老人保健施設） 

介護老人保健施設においては、特別養護老人ホームの入所待機場所となっ

ている側面もあり、施設整備では特別養護老人ホームを優先すべきという考

えから、第９期計画期間中の新規整備は行わないこととします。 

ただし、介護老人保健施設は状態が安定している人が在宅復帰を目指すた

めのリハビリを行う重要な施設でもあることから、給付費の推移などを見守

り、施設整備の必要性を引き続き検討します。 

 

３）介護医療院 

介護医療院においては、町内に移行予定の病床等がなく、利用者が見込ま

れないことから、第９期計画期間中の新規整備は行わないこととします。 
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②居住系サービスの整備方針 

１）認知症対応型共同生活介護事業所（グループホーム） 

認知症対応型共同生活介護事業所は認知症があっても共同生活を営める方

が対象となります。2023年度（令和５年度）中に事業所２か所のうち１か所

が閉鎖することから、認知症の人がそれぞれの生活状況や身体状況に応じて

地域で安心して暮らし続けられるよう、第９期計画期間中に１か所の設置を

推進します。 

 

２）特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）・地域密着型特定施

設入居者生活介護 

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）については、町内に介護専用

型以外の特定施設が十分に整備されている状況から、第９期計画期間中の新

規整備は必要ない状況です。 

地域密着型特定施設入居者生活介護においても、利用者が見込まれないこ

とから、第９期計画期間中の新規整備は行わないこととします。 

 

３）住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅 

住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅は、多様な介護ニ

ーズの受け皿になっている状況を踏まえ、介護サービスの質の向上に向け神

奈川県と連携していきます。 
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（４）地域密着型サービスの日常生活圏域ごとの見込量  

①地域密着型サービスの日常生活圏域ごとの見込量 

  事業所数 

第８期計画期間 第９期計画期間 

2021 年度 

（令和３年度）

2022 年度 

（令和４年度）

2023 年度 

（令和５年度）

2024 年度 

（令和６年度）

2025 年度 

（令和７年度）

2026 年度 

（令和８年度）

（介護予防） 

認知症対応型 

通所介護 

第１圏域※1 0 0 0 0 0 0 

第２圏域※2 1 1 1 1 1 1 

（介護予防） 

小規模多機能型 

居宅介護 

第１圏域※1 0 0 0 0 0 0 

第２圏域※2 2 2 2 2 2 2 

看護小規模多機 

能型居宅介護※3 

第１圏域※1 0 0 0 1 1 1 

第２圏域※2 0 0 0 0 0 0 

定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護 

第１圏域※1 0 0 0 0 0 0 

第２圏域※2 1 1 1 1 1 1 

地域密着型 

通所介護 

第１圏域※1 1 1 1 1 1 1 

第２圏域※2 3 2 2 2 2 2 

（介護予防） 

認知症対応型 

共同生活介護※4 

第１圏域※1 0 0 0 1 1 1 

第２圏域※2 2 2 2 1 1 1 

※１ 第１圏域：木古庭・上山口・下山口・一色 

※２ 第２圏域：堀内・長柄 

※３ 看護小規模多機能型居宅介護は、2024 年度（令和６年度）に第１圏域で１事業所整備予定です。（現段階での計画であり、圏域

変更する可能性があります。） 

※４ （介護予防）認知症対応型共同生活介護は、2023 年度（令和５年度）に１事業所が閉鎖され、第２圏域１施設となりました。

2024 年度（令和６年度）に第１圏域で１施設整備予定です。また、第９期中に第２圏域の１事業所が第１圏域へ移転する予定

です。 
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２ 介護サービスの利用見込量の推計 

（１）予防給付サービスの見込量  

項目 単位 

第９期計画 2040 年度 

（令和 22 年度） 
2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

（１）居宅介護予防サービス 

 介護予防訪問入浴介護 

  

給付費（千円） 0 0 0 0 

回数（回） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

 介護予防訪問看護 

  

給付費（千円） 19,544 18,965 19,037 18,735 

回数（回） 418 405 406 399 

人数（人） 57 55 55 54 

 介護予防訪問リハビリテーション 

  

給付費（千円） 193 193 193 193 

回数（回） 5 5 5 5 

人数（人） 1 1 1 1 

 介護予防居宅療養管理指導 

  
給付費（千円） 4,717 4,979 4,979 4,838 

人数（人） 36 38 38 37 

 介護予防通所リハビリテーション 

  
給付費（千円） 6,903 7,200 7,200 6,912 

人数（人） 18 19 19 18 

 介護予防短期入所生活介護 

  

給付費（千円） 373 373 373 373 

日数（日） 4 4 4 4 

人数（人） 3 3 3 3 

 介護予防短期入所療養介護（老健） 

  

給付費（千円） 0 0 0 0 

日数（日） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

 介護予防短期入所療養介護（病院等） 

  

給付費（千円） 0 0 0 0 

日数（日） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

  



83 

 

項目 単位 

第９期計画 2040 年度 

（令和 22 年度） 
2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

 介護予防福祉用具貸与 

  
給付費（千円） 9,888 10,118 10,295 10,135 

人数（人） 172 176 179 176 

 特定介護予防福祉用具購入費 

  
給付費（千円） 1,443 1,443 1,443 1,443 

人数（人） 6 6 6 6 

 介護予防住宅改修 

  
給付費（千円） 6,866 6,866 6,866 6,866 

人数（人） 7 7 7 7 

 介護予防特定施設入居者生活介護 

  
給付費（千円） 18,758 19,446 20,632 19,968 

人数（人） 22 23 24 23 

（２）地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所介護 

  

給付費（千円） 0 0 0 0 

回数（回） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

 介護予防小規模多機能型居宅介護 

  
給付費（千円） 2,713 2,716 2,716 2,716 

人数（人） 3 3 3 3 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 

  
給付費（千円） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

（３）介護予防支援 

  
給付費（千円） 13,210 13,407 13,708 13,469 

人数（人） 220 223 228 224 
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（２）介護給付サービスの見込量  

項目 単位 

第９期 2040 年度 

（令和 22 年度） 
2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

（１）居宅サービス 

 訪問介護 

  

給付費（千円） 252,762 258,450 270,808 285,397 

回数（回） 6,687 6,829 7,153 7,543 

人数（人） 246 252 261 275 

 訪問入浴介護 

  

給付費（千円） 28,051 28,921 30,457 31,351 

回数（回） 174 179 188 194 

人数（人） 36 37 39 40 

 訪問看護 

  

給付費（千円） 119,054 121,986 129,854 133,606 

回数（回） 1,815 1,858 1,979 2,036 

人数（人） 212 217 230 237 

 訪問リハビリテーション 

  

給付費（千円） 10,778 11,693 11,693 12,393 

回数（回） 292 316 316 336 

人数（人） 24 26 26 28 

 居宅療養管理指導 

  
給付費（千円） 66,257 68,096 71,270 73,296 

人数（人） 379 389 407 419 

 通所介護 

  

給付費（千円） 254,602 261,068 270,552 286,288 

回数（回） 2,702 2,764 2,855 3,018 

人数（人） 276 282 291 307 

 通所リハビリテーション 

  

給付費（千円） 121,596 124,373 130,200 135,850 

回数（回） 1,102 1,127 1,174 1,225 

人数（人） 120 123 128 134 

 短期入所生活介護 

  

給付費（千円） 80,684 84,248 87,681 92,731 

日数（日） 723 754 783 830 

人数（人） 90 94 97 103 
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項目 単位 

第９期 2040 年度 

（令和 22 年度） 
2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

 短期入所療養介護（老健） 

  

給付費（千円） 17,848 18,834 18,834 21,898 

日数（日） 113 119 119 139 

人数（人） 19 20 20 22 

 短期入所療養介護（病院等） 

  

給付費（千円） 0 0 0 0 

日数（日） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

 短期入所療養介護(介護医療院) 

  

給付費（千円） 0 0 0 0 

日数（日） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

 福祉用具貸与 

  
給付費（千円） 88,691 92,278 96,134 99,582 

人数（人） 536 555 575 599 

 特定福祉用具購入費 

  
給付費（千円） 3,131 3,131 3,131 3,131 

人数（人） 11 11 11 11 

 住宅改修費 

  
給付費（千円） 9,390 9,390 9,390 11,205 

人数（人） 10 10 10 12 

 特定施設入居者生活介護 

  
給付費（千円） 392,444 400,473 413,048 455,222 

人数（人） 158 161 166 182 

（２）地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

  
給付費（千円） 19,321 19,346 19,346 25,668 

人数（人） 11 11 11 14 

 夜間対応型訪問介護 

  
給付費（千円） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

 地域密着型通所介護 

  

給付費（千円） 53,599 56,337 57,988 60,437 

回数（回） 486 509 524 547 

人数（人） 65 68 70 73 
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項目 単位 

第９期 2040 年度 

（令和 22 年度） 
2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

 認知症対応型通所介護 

  

給付費（千円） 25,751 25,784 27,651 29,680 

回数（回） 187 187 201 215 

人数（人） 21 21 22 24 

 小規模多機能型居宅介護 

  
給付費（千円） 106,694 109,825 115,273 119,782 

人数（人） 47 48 50 52 

 認知症対応型共同生活介護 

  
給付費（千円） 56,919 84,976 84,976 94,380 

人数（人） 18 27 27 30 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 

  
給付費（千円） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

  
給付費（千円） 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 

 看護小規模多機能型居宅介護 

  
給付費（千円） 56,558 56,629 56,629 56,629 

人数（人） 18 18 18 18 

（３）施設サービス 

 介護老人福祉施設 

  
給付費（千円） 554,161 554,862 554,862 684,841 

人数（人） 166 166 166 205 

 介護老人保健施設 

  
給付費（千円） 336,004 336,429 336,429 403,782 

人数（人） 96 96 96 115 

 介護医療院 

  
給付費（千円） 0 0 0 3,230 

人数（人） 0 0 0 1 

（４）居宅介護支援 

  
給付費（千円） 142,834 148,165 153,193 160,917 

人数（人） 751 777 802 842 
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（３）総費用の見込量  

 

項目 単位 

第９期 2040 年度 

（令和 22 年度） 
2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

予防給付 給付費（千円） 84,608 85,706 87,442 85,648 

介護給付 給付費（千円） 2,797,129 2,875,294 2,949,399 3,281,296 

合計 給付費（千円） 2,881,737 2,961,000 3,036,841 3,366,944 
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３ 保険料の設定 

（１）介護保険料設定の考え方  

① 第１号被保険者の保険料負担割合 

保険給付を行うための財源は、公費（国・県・本町の支出金）と保険加入者の保険

料で賄われています。保険給付の費用は原則として２分の１を公費で、残る２分の１

を第１号被保険者（65歳以上の人）、第２号被保険者（40歳以上65歳未満の医療保険

加入者）の人々から徴収する保険料で賄うこととなっています。 

なお、包括的支援事業等については第２号被保険者の負担はなく、その分が公費で

補填されます。第１号被保険者の負担割合は変わりません。 

第１号被保険者と第２号被保険者の保険料負担割合は、全国の第１号被保険者と第

２号被保険者の人口割合により３年ごとに決定されます。第８期介護保険事業計画期

間における負担割合は、第１号被保険者が23％、第２号被保険者が27％となっていま

す。 
 

② 調整交付金 

標準給付費における国の負担割合のうち５％（全国平均）は調整交付金として支出

されます。調整交付金は全国の保険者の財政格差を調整する目的で設けられており、

第１号被保険者における後期高齢者割合（75歳以上の人）や所得段階別人数割合によ

って国からの交付金が増減します。 

後期高齢者割合が全国平均よりも高い場合は、より多く保険給付を見込む必要があ

り保険料の増加につながるため、これを軽減する目的で調整交付金が多く交付されま

す。また、所得段階別の人数構成を全国平均と比較し、所得段階が高い人の割合が高

ければ保険料の負担能力も高いと考えられるため、調整交付金は少なくなります。 
 

③ 介護給付費準備基金 

保険者である市町村は、介護給付費準備基金を設けて事業計画期間の初年度に発生

が見込まれる余剰金を積み立てる一方、給付費の不足が生じた場合には取崩しを行う

など、被保険者の皆様に安定して保険給付を提供するよう努めています。基金は保険

財政の安定を図るために大切な役割を果たしています。第９期においては、基金残高

約２億６千万円のうち安定的な保険運営のために必要な残額水準を除いた２億円を取

崩し、保険料負担の軽減を図ります。 
 

④ 財政安定化基金 

計画期間中において、保険給付費が計画値を上回る場合や社会状況の変化による保

険料収入の低下により、保険者が資金不足に陥った場合に備え、国・県・保険者が３

分の１ずつ拠出して、都道府県に財政安定化基金が設けられています。都道府県は拠

出金を原資に基金へ積立て、保険者が資金不足に陥った場合、保険給付に必要な資金

を基金から貸し付けます。貸付けを受けた保険者は次の事業計画期間に返済に必要な

額を加算して保険料を定め、基金に借入金を返済することになります。 

本町では、適切に保険給付費を見込み、安定的な介護保険制度運営を図っており、

第８期介護保険事業計画期間において資金不足は生じていないことから借入れは行っ

ていません。  
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（２）保険料収納必要額  

第９期の第１号被保険者の保険料の収納で必要となる額は、約21億円、予定保険料

収納率については98％と見込んでいます。 

（単位：円） 

項目 

第９期 

合計 
2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

標準給付費見込額 9,356,333,283  3,037,195,736  3,119,640,648  3,199,496,899  

 総給付費 8,879,578,000  2,881,737,000  2,961,000,000  3,036,841,000  

特定入所者介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後） 
160,033,731  52,183,254  53,251,332  54,599,145  

 

特定入所者介護サービス費等 

給付額 
157,606,590  51,391,820  52,443,699  53,771,071  

特定入所者介護サービス費等の見

直しに伴う財政影響額 
2,427,141  791,434  807,633  828,074  

高額介護サービス費等給付額 

（財政影響額調整後） 
267,577,595  87,250,791  89,036,625  91,290,179  

 

高額介護サービス費等給付額 262,885,499  85,720,808  87,475,327  89,689,364  

高額介護サービス費等の見直し 

に伴う財政影響額 
4,692,096  1,529,983  1,561,298  1,600,815  

高額医療合算介護サービス費等給付額 41,796,042  13,628,711  13,907,661  14,259,670  

算定対象審査支払手数料 7,347,915  2,395,980  2,445,030  2,506,905  

 

審査支払手数料一件あたり単価  45  45  45  

審査支払手数料支払件数 163,287  53,244  54,334  55,709  

審査支払手数料差引額 0  0  0  0  

地域支援事業費 495,132,576  160,386,986  165,079,666  169,665,924  

 

介護予防・ 

日常生活支援総合事業費 
223,719,180  72,557,580  74,634,690  76,526,910  

包括的支援事業・任意事業費 179,910,192  58,206,410  59,952,602  61,751,180  

包括的支援事業（社会保障充実分） 91,503,204  29,622,996  30,492,374  31,387,834  

第１号被保険者負担分相当額 2,265,837,148  735,444,026  755,485,672  774,907,449  

調整交付金相当額 479,002,623  155,487,666  159,713,767  163,801,190  

調整交付金見込額 396,209,000  123,457,000  133,521,000  139,231,000  

調整交付金見込交付割合  3.97% 4.18% 4.25% 

 
後期高齢者加入割合補正係数  0.9068  0.8990  0.8964  

 所得段階別加入割合補正係数  1.1520  1.1520  1.1520  

市町村特別給付費等 0  0  0  0  

市町村相互財政安定化事業負担額 0    

保険者機能強化推進交付金等 

の交付見込額 
23,571,000    

保険料収納必要額 2,125,059,771    

予定保険料収納率 98.00%    
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（３）第１号被保険者の保険料基準額の算定  

第１号被保険者の保険料基準額は、令和６～８年度の３か年における標準給付費見

込額と地域支援事業費見込額の合計額の一定割合（23％）を、所得段階別割合で調整

した令和６～８年度の第１号被保険者延べ人数で除して求められます。 

 

＜介護保険料基準額の算定方法＞ 

 

区分（算出手順） ３か年合計 

標準給付費見込額（A） 9,356,333,283 円 

地域支援事業費（B） 495,132,576 円 

第１号被保険者負担分相当額（C＝（A+B）×23％） 2,265,837,148 円 

調整交付金相当額（D） 479,002,623 円 

調整交付金見込額（E） 396,209,000 円 

準備基金取崩額（F） 200,000,000 円 

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額（G） 23,571,000 円 

保険料収納必要額（H＝C+D-E-F-G） 2,125,059,771 円 

予定保険料収納率（I） 98.00% 

所得段階加入割合で補正した被保険者数（J） 33,200 人 

第９期介護保険料基準年額（K＝H/I/J） 65,314 円 

第９期介護保険料基準月額（L≒K/12 か月） 5,443 円 

 

 

 

◇利用者負担の軽減策として、以下のようなものがあります。 

（ア）特定入所者介護サービス費の支給（食費・居住費の利用者負担額減額制度） 

介護保険施設、短期入所サービスを利用する際の食費と居住費（滞在費）は原則として全額 

自己負担になりますが、所得の低い人の施設利用が困難とならないよう、下の表に該当する人 

は負担限度額までの自己負担とするものです。超えた分は「特定入所者介護サービス費（補足 

給付）」として介護保険から給付します。 
 

（イ）高額介護サービス費の支給 

同月内に利用したサービスの利用者負担（１割または２割）の合計金額が高額になり利用者 

負担の上限額を超えたときは、申請により超えた分を「高額介護サービス費」として支給しま 

す。同じ世帯内にサービス利用者が複数いる場合、世帯の利用者負担の合計額が、上限額を超 

えた分について支給します。 

 

（ウ）高額医療合算介護サービス費の支給（高額医療・高額介護合算制度） 

介護保険と医療保険両方の自己負担額が高額になった場合は、限度額を超えた分を高額医療 

合算介護サービス費として支給します。同じ医療保険の世帯内で、介護保険と医療保険の両方 

に自己負担がある世帯で、年間（８月～翌年７月）自己負担額（高額療養費、高額介護サービス 

費を差し引いた額）を合算した額が、医療保険者の設定した限度額を超えたときに該当となり 

ます。  

保険料基準額（月額） 

第９期中の第１号被保険者保険料基準額（月額） ≒ 5,400 円 

12 ヶ月 保険料収納必要額 予定保険料収納率 
所得段階別加入割合

補正後の被保険者数 
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（４）保険料段階の設定  

被保険者の負担能力には差があるため、介護保険料は一律ではなく、町民税の課税

状況や収入・所得の状況により段階別に振り分けを行った上で保険料を定めていま

す。負担能力に応じた保険料となるよう所得段階区分を標準よりきめ細かく設定し、

第９期においては第８期同様16段階に区分します。 

 

所得段階 対 象 者 基準割合 

保険料 

（年額） （月額） 

第１段階 

・生活保護の人又は老齢福祉年金受給者で

本人及び世帯全員が町民税非課税の人 

・本人及び世帯全員が町民非課税の人で、

前年の合計所得金額と課税年金収入額

の合計が 80 万円以下の人 

0.285 

(0.455) 

18,468 円 
(29,484 円) 

1,539 円 

(2,457 円) 

第２段階 

・本人及び世帯全員が町民非課税の人で、

前年の合計所得金額と課税年金収入額

の合計が 120 万円以下の人（第１段階

に該当しない人） 

0.438 

（0.638） 

28,382 円 
(41,342 円) 

2,365 円 
(3,445 円) 

第３段階 
・本人及び世帯全員が町民税非課税の人

（第１段階、第２段階に該当しない人） 

0.64 

（0.645） 

41,472 円 
(41,796 円) 

3,456 円 
(3,483 円) 

第４段階 

・本人は町民税非課税の人で、世帯の中に

町民税課税者が含まれており、前年の

合計所得金額と課税年金収入額の合計

が 80 万円以下の人 

0.880 57,024 円 4,752 円 

第５段階 
・本人は町民税非課税の人で、世帯の中に

町民税課税者が含まれている人（第４

段階に該当しない人） 

1.000 64,800 円 5,400 円 

第６段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 120 万未満の人 
1.140 73,872 円 6,156 円 

第７段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 120 万以上 160 万未満の人 
1.250 81,000 円 6,750 円 

第８段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 160 万以上 200 万未満の人 
1.340 86,832 円 7,236 円 

第９段階 
・本人は町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 200 万以上 300 万未満の人 
1.510 97,848 円 8,154 円 

第 10 段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 300 万以上 400 万未満の人 
1.690 109,512 円 9,126 円 

第 11 段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 400 万以上 600 万未満の人 
1.890 122,472 円 10,206 円 

第 12 段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 600 万以上 800 万未満の人 
2.100 136,080 円 11,340 円 

第 13 段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 800 万以上 1,000 万未満の人 
2.320 150,336 円 12,528 円 

第 14 段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 1,000 万以上 1,500 万未満の人 
2.550 165,240 円 13,770 円 

第 15 段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 1,500 万以上 2,000 万未満の人 
2.800 181,440 円 15,120 円 

第 16 段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得

金額が 2,000 万以上の人 
3.100 200,880 円 16,740 円 

※（ ）内の割合・金額は、公費による低所得者に対する軽減賦課適用前のものです。 
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       資料編 

 

 

１ 事業評価の仕組み 

（１）介護保険事業  

介護保険給付額、サービス量が事業計画とかけ離れていないかを、サービス

ごとに毎年チェックし評価します。 

また、国民健康保険団体連合会から、保険者等が介護費用適正化対策として

活用できるように、認定者の状況や事業所の状況に関する各種の情報を提供さ

れるシステムを活用して、各サービスの適正な利用が行われているかをチェッ

クします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護予防事業  

地域支援事業の中の介護予防事業について、事業参加者の声を収集するとと

もに、参加者の各種データを蓄積・整理し、状態の維持・改善等の分析を進め、

事業実施の効果を検討します。 

 

  

介護保険事業計画等運営委員会 

地域ケア個別会議 

→他職種による自立支援に向けた助言 

ケアマネジメント適正化事業 

→各種研修 

国保連からの各種情報 

→事業所通知 

介護保険事業 

策定 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 

介護保険事業計画等 

運営委員会 

ケアマネジメント適正化

推進事業運営委員会 
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２ 葉山町介護保険事業計画等運営委員会 

（１）葉山町介護保険事業計画等運営委員会規則  

（趣旨） 

第１条 この規則は、葉山町附属機関の設置に関する条例（平成７年葉山町条例第 13 号）

第２条の規定に基づき設置された葉山町介護保険事業計画等運営委員会（以下「委員会」

という。）の組織、所掌事務、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、葉山町介護保険事業計画並びに高齢者福祉計画の進行及び改定に関する

事項を審議し、その結果を報告し、又は意見を建議するものとする。 

（委員） 

第３条 委員会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(１) 被保険者 

(２) 学識経験を有する者 

(３) 保健医療関係者 

(４) 福祉関係者 

(５) その他町長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、次期改定計画の策定終了までとする。ただし、委員が欠けた場合におけ

る補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 委員会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

（意見等の聴取） 

第６条 委員会は、その所掌事務について必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、

その意見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、福祉課において処理する。 
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（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に

諮って定める。 

附 則 

この規則は、平成 23 年４月１日から施行する。 
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（２）委員名簿  

任期：令和４年２月９日～令和６年３月 31 日 

 
氏  名 所 属 機 関 構   成 

１ 

加 藤 智 史 

（～令和５年３月） 

中 野   徹 

(令和５年４月より交代） 

葉山町社会福祉協議会 
規則第３条第１項４号 

（福祉関係者） 

２ 宮 川 康 代 
葉山町民生委員児童委員 

協議会 

規則第３条１項４号 

（福祉関係者） 

３ 

柴 田 元 子 

（～令和５年５月） 

山 岡 明 美 

(令和５年６月より交代) 

神奈川県鎌倉保健福祉 

事務所 

規則第３条１項４号 

（福祉関係者） 

４ 岩 﨑 仁 彦 逗葉医師会 
規則第３条１項３号 

（保健医療関係者） 

５ 沼 田 謙一郎 逗葉歯科医師会 
規則第３条１項３号 

（保健医療関係者） 

６ 木 内 シ ヅ 
介護保険被保険者 

（町民公募） 

規則第３条第１項１号 

（被保険者） 

７ 
鈴 木 正 美 

（～令和５年 10 月） 

介護保険被保険者 

（町民公募） 

規則第３条第１項１号 

（被保険者） 

８ 守 谷   勝 葉山清寿苑 
規則第３条第１項４号 

（福祉関係者） 

９ 山 本 惠 子 神奈川県立保健福祉大学 
規則第 3 条１項２号 

(知識経験を有する者) 

（敬称略：五十音順） 
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（３）委員会の経過  

年

度 

暦

月 
運 営 委 員 会 審 議 依 頼 事 項 

３ 2 

○第１回運営委員会 
（R4.2.9 書面開催） 

○委員委嘱 
○第７期計画の事業実績報告 
○今後のスケジュール検討 

４ 11 

○第２回運営委員会 
（R4.11.24 実施） 

○令和３年度の事業実績報告 
〇計画策定にかかるアンケート調査の内容検討 
○今後のスケジュール検討 

５ 

 
4 
 

 
 
 
 
○第３回運営委員会 
（R5.5.31 実施） 
 
 
 
 
 
 
 
 
○第４回運営委員会 
（R5.8.30 実施） 
 
 
 
 
 
 
○第５回運営委員会 
(R5.11.22 実施) 

 
○第６回運営委員会 
(R5.12.11 書面開催) 
 
パブリックコメント 
(R5.12.20～R6.1.18) 
 
○第７回運営委員会 
(R6.2.8 実施) 

 
 
 
 
○令和４年度の事業実績報告 
〇第８期計画期間の振り返り 
○今後のスケジュール検討 
 
 
 
 
 
 
 
〇アンケート調査結果報告および課題抽出 
○施設整備（ハード面）の検討 
〇課題から見える実態（ソフト面）の検討 
〇計画骨子の検討 
 
 
 
 
○計画素案の検討 
〇アンケート結果修正版報告 
 
○計画素案の検討 
 
 
 
 
 
○介護保険料の検討 
○パブリックコメントの結果報告、計画への反映

検討 
 
第９期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定 
 

 
5 
 
 
6 
 
 
7 
 
 
8 
 
 
9 
 
 

10 
 
 

11 
 
 

12 
 
 
1 
 
 
2 
 

 
3 
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３ 用語解説 

英数字 

●ＩＣＴ 

情報通信技術（Information and Communication Technology）の略で、情報

処理や通信に関連する技術、産業、設備、サービスなどの総称。 

 

●ＮＰＯ 

民間非営利組織（Non Profit Organization）の略で、医療･福祉、環境、文化･

芸術、まちづくり、教育等様々な社会貢献活動を行い団体の構成員に対し収益を

分配することを目的としない団体の総称。 

 

あ行 

●アセスメント 

介護サービスの提供やその他支援にあたり、その人の身体状況、精神状況や生

活環境、背景や要因を含め、ケアプラン等の作成や、今後の支援に必要な見通し

を立てるために、事前に把握、評価、分析を行うこと。 

 

か行 

●介護予防ケアマネジメント 

介護予防・日常生活支援総合事業の介護予防・生活支援サービス事業のケアマ

ネジメントをさす。 

 

●ケアマネジメント 

社会福祉援助技術の一形態。サービス利用者に対し、アセスメント（課題分析）

によりニーズを明確化して適切なサービス提供を目指し、様々な地域に存在する

社会資源を活用したサービス計画を作成し、その実施から継続的な見守り、必要

に応じて見直しを行う一連の過程。介護保険においては、居宅要介護者が介護サ

ービス等を適切に利用できるように計画を作成し、事業者との連絡調整その他の

便宜の提供を行うこと。 

 

●介護予防事業 

高齢者が要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪

化の予防のため必要な事業であって、保険給付として行われる介護予防サービス

以外のもの。介護保険制度の中では、介護保険本体の給付として導入される介護

予防給付と、地域支援事業として市町村で実施される介護予防事業に整理される。 
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●介護予防・日常生活支援総合事業 

市町村の判断で利用者の状態・意向を踏まえ、介護予防、生活支援、社会参加

も含めて総合的で多様なサービスを提供するもので、介護予防・生活支援サービ

ス事業と一般介護予防事業により構成される地域支援事業。 

 

●キャラバンメイト 

「認知症サポーター養成講座」の講師役。 

 

●ケアマネジメント 

要介護者等に対し、適切なサービスを受けられるようにケアプランを作成し、

それに基づいて必要なサービスの提供を確保し、生活を支援すること。 

 

●ケアマネジャー（介護支援専門員） 

要介護者等からの相談に対して、要介護者等がその心身状態に応じて適切な居

宅サービス、施設サービス、地域密着型サービス、介護予防サービス及び地域密

着型介護予防サービスを利用できるよう、市町村・事業者・施設との連絡調整を

行う者であって、要介護者等が自立した日常生活を営むに必要な援助に関する専

門的知識・技術を有する者として、介護支援専門員証の交付を受けた者。 

 

●健康寿命 

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間のこと。 

 

●権利擁護 

判断能力が不十分な方や自己防御が困難な方が不利益を被らないよう支援を行

うこと。 

 

●高額介護サービス費 

要介護者が、居宅サービスや施設サービスを利用して介護保険制度のもとで、

介護サービスを利用し、利用者負担額が一定の額を超える場合、その超えた部分

について支給される制度。超えた部分の金額は償還払いで払い戻され、支給され

る額は世帯の所得に応じて違う。 

 

●後期高齢者 

75 歳以上の高齢者をさす。 
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さ行 

●サービス付き高齢者向け住宅 

高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造等を有し、

介護・医療と連携し高齢者を支援するサービスを提供する住宅。 

 

●作業療法士 

理学療法士及び作業療法士法によって国家資格をもつ資格で、厚生労働大臣の

免許を受け、医師の指示により、身体又は精神に障がいのある人に対して、手芸、

工作、歌、ダンス、ゲームなどの作業療法によってリハビリテーションを行う専

門技術者のこと。 

 

●事業対象者 

「基本チェックリスト（厚生労働省が定めた 25 項目の質問）」によって、生活

機能の低下が認められた者。 

 

●社会福祉協議会 

市区町村を単位として、地域に密着した社会福祉に関する活動を行う組織。 

 

●社会福祉士 

高齢や障がい、病気により日常生活に困難を感じている人から相談を受け、日

常生活がスムーズに営めるように支援を行ったり、困りごとを解決できるよう支

える専門職。ソーシャルワーカーともいう。 

 

●若年性認知症 

18 歳から 64 歳までに発症した認知症の総称。アルツハイマー病、脳血管障が

い、頭部外傷など原因は様々。 

 

●重層的支援体制整備事業 

「属性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」の３つ

の支援を一体的に実施し、市町村全体の支援機関・地域の関係者が断らず受け止

め、つながり続ける支援体制を構築すること。 

 

●シルバー人材センター 

健康で働く意欲をもつ定年退職者等の高年齢者の希望に応じた臨時的・短期的

な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会を確保し、提供することにより、

生きがいの充実及び福祉の増進を図り、活力ある地域づくりに寄与することを目

的として設立した公共的な法人。 
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●生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的とし、地域

において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネー

ト機能を果たす者のこと。 

 

●成年後見制度 

精神上の障がい（知的障がい、精神障がい、認知症など）により判断能力が十分

でない方が不利益を被らないように、家庭裁判所に申立てをして、その方の権利

を守る後見人等を選ぶことで、法律的に支援する制度で、本人の判断能力の程度

により「後見」、「保佐」、「補助」の３種類に分かれている。 

 

た行 

●第１号被保険者 

市町村の住民のうち 65 歳以上の者。第１号被保険者の保険料は、市町村ごとに

定める所得段階別の保険料を年金天引き等により納付する。日常生活において介

護を要する要介護状態、日常生活において支障のある要支援状態になったときは、

市町村の認定を経て介護保険のサービスが受けられる。 

 

●第２号被保険者 

市町村の住民のうち 40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入者。第２号被保険者の

保険料は、各医療保険者が医療保険料として徴収して一括して納付する。医療保

険加入者は、次の医療保険各法による被保険者、被扶養者となる。 

健康保険法／船員保険法／国民健康保険法／国家公務員共済組合法／地方公務

員等共済組合法／私立学校教職員共済法 

なお、第２号被保険者のうち特定疾病のために要介護状態・要支援状態となっ

た者については、市町村の認定を経て介護保険のサービスが受けられる。 

 

●団塊の世代 

戦後の第一次ベビーブーム期（昭和 22 年から昭和 24 年頃）に生まれ、日本の

高度成長期とともに育った世代。2025 年での年齢は 76〜78 歳となり、後期高齢者

に該当する。 

 

●団塊ジュニア世代 

第二次ベビーブーム期（昭和 46～49 年）に生まれた世代を指す。2040 年での年

齢は 66〜69 歳となり、前期高齢者に該当する。 
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●地域共生社会 

制度・分野ごとの縦割りや支え手・受け手という関係を超えて、地域住民や地

域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のこと。 

 

●地域ケア会議 

地域包括支援センター等が運営し、医療、介護、福祉等の多職種が協働して、高

齢者個人に対する支援の充実や高齢者に対する支援とそれを支える社会基盤の整

備を同時に進めるための会議。 

 

●地域支援事業 

介護保険事業に位置づけられ、すべての高齢者を対象に行われる事業。被保険

者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合に

おいても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう

支援するための事業のこと。地域の実情に応じて市町村が効果的かつ効率的に実

施することができ、事業は、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、

任意事業よりなる。 

 

●地域包括ケアシステム 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、①介護、

②予防、③医療、④生活支援、⑤住まいの５つのサービスを地域で一体化して提

供していく体制のこと。 

 

●地域包括支援センター 

地域支援事業における包括的支援事業を主に行い、介護保険法に基づき、市町

村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任ケアマネジャー等を配置して、３

職種のチームアプローチにより、住民の健康の保持及び生活の安定のために必要

な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援す

ることを目的とする施設。 

 

な行 

●日常生活圏域 

住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情その他

の社会的条件、介護サービスを提供するための施設の整備状況その他の条件を総

合的に勘案して市町村が定める区域。小学校区や中学校区が想定される。 
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●認知症 

さまざまな脳の病気により、脳の神経細胞の働きが徐々に低下し、認知機能（記

憶、判断力など）が低下して、社会生活に支障をきたした状態。 

 

●認知症カフェ 

認知症の人やその家族、地域住民や専門職等が気軽に集うことができ、同じ境

遇の人と悩みを共有したり、認知症についての理解を深めたりすることのできる

場。 

 

●認知症サポーター 

認知症になっても安心して暮らせるまちになることを目指し、厚生労働省が「認

知症サポーターキャラバン」事業（認知症サポーターの養成）を実施。地域・企

業・学校等で開催する養成講座を受講することにより、認知症を正しく理解し、

認知症の人やその家族への支援活動を行う人。 

 

●認知症初期集中支援チーム 

個別の訪問支援で、複数の専門職が、認知症が疑われる人、認知症の人とその

家族を訪問し、アセスメントや家族支援などの初期の支援を包括的・集中的に行

い、自立生活のサポートを行う。 

 

は行 

●パブリックコメント 

行政機関が命令等（政令、省令など）を制定するに当たって、事前に命令等の案

を示し、その案について広く国民から意見や情報を募集するもの。 

 

●バリアフリー 

障害のある人が生活の中で障壁（バリア）となっているものを取り除くこと。

元々は建築の言葉として使われ、建物の中の段差等、障壁をなくすという意味で

使われていた。しかし、現在では、障がい者や高齢者の社会参加を困難にしてい

る社会や制度上の障害、心理的な障害を取り除く、という意味で使われる。 

 

●被保険者 

保険の加入者。介護保険の場合は、市町村の住民のうち 40 歳以上の方がその市

町村の被保険者となる。 
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●フレイル 

高齢者が加齢により身体機能や認知機能が低下すること。健康な状態と日常生

活でサポートが必要な介護状態の中間の状態のこと。 

 

●包括的・継続的マネジメント 

地域の高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、主治医とケアマネ

ジャーさらには他職種や地域の関係機関と連携を図るとともに、介護予防ケアマ

ネジメント、指定介護予防支援及び介護給付におけるケアマネジメントとの相互

の連携を図るなど、個々の高齢者の状況や変化に応じた包括的、継続的なケアマ

ネジメントを実現するため、ケアマネジャーに対する後方支援を行うもの。 

 

●包括的支援事業 

地域支援事業の一つで、これまでの①介護予防ケアマネジメント、②総合相談・

支援事業、③権利擁護事業、④包括的・継続的ケアマネジメント事業にプラスし

て、平成 27 年度以降、新たに「在宅医療・介護連携の推進」「認知症施策の推進」

「地域ケア会議の推進」「生活支援サービスの体制整備」に係る事業が包括的支援

事業に位置づけられるようになった。 

 

●保健師 

主に、自治体（保健所・市区町村など）に勤務しており、保健、医療、福祉、介

護などの分野で、乳幼児から高齢者までのすべての住民を対象に必要な保健サー

ビスを提供している。 

 

ま行 

●民生委員・児童委員 

民生委員法に基づき、厚生労働大臣から委嘱され、地域で福祉に関する相談・

支援の活動を行うボランティア。 

 

や行 

●ヤングケアラー 

法令上の定義はないが、一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族

の世話などを日常的に行っている子どもとされている。 
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●有料老人ホーム 

高齢者が入居し、食事の提供、入浴・排せつ・食事の介護、洗濯・掃除等の家

事、健康管理のうち、いずれかのサービスを提供している施設。老人福祉施設

（特別養護老人ホーム・養護老人ホーム・ケアハウス等）、認知症対応型共同生

活介護、サービス付高齢者向け住宅は除く。 

 

●要介護者 

要支援１、２の方が利用する介護予防サービス費のうち、保険者が負担する９

割、８割または７割分のこと。 

 

●要介護状態 

身体上または精神上障害があるために、食事・入浴・排せつ等の日常生活にお

ける基本動作について、継続して常時介護が必要と見込まれる状態を要介護状態

という。また、要介護状態になるおそれのある状態を要支援状態という。 

 

●予防給付 

要支援１、２の方が利用する介護予防サービス費のうち、保険者が負担する９

割、８割または７割分のこと。 

 

ら行 

●理学療法士 

理学療法士及び作業療法士法に基づく国家資格であり、身体機能の回復を電気

刺激、マッサージ、温熱その他理学的な手段で行う専門技術者のこと。 

 

●リハビリテーション 

単なる機能回復訓練ではなく、心身に障害をもつ人々の全人間的復権を理念と

して、潜在する能力を最大限に発揮させ、日常生活の活動を高め、家庭や社会へ

の参加を可能にし、その自立を促すものである。 

 

●老人福祉法 

老人福祉の基本法として、老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、

老人に対し、その心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、

もって老人の福祉を図ることを目的に、昭和 38 年に制定された法律。 
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